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[「障害」の表記について] 

以下に掲げる場合を除き、「障害」は｢障がい｣と平仮名交じりの表記としています。 
・ 法令、条例等の名称及びそれらの中で用いられている特定のものを指す用語 

（例：障害者基本法、身体障害者手帳 など） 

・ 組織、関係団体、関係施設の名称 

（例：身体障害者相談センター  など） 

・ その他平仮名交じりの表記が適当でないと判断した場合 

 

 

[表紙] 不死鳥（フェニックス） 
宮崎県では、「第３５回国民文化祭・みやざき２０２０、第２０回全国障害者芸術

・文化祭みやざき大会」を令和３年７月３日から１０月１７日までの１０７日間にわ

たり開催しました。 

全国障害者芸術・文化祭、略して「芸文祭」におきましては、「復興五輪」との位

置付けもある２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会と同年の開催で

あることを記念して、アートの力で被災地を支援することを目的に、全国連携事業と

して、全国から応募いただいた約１万２千点の羽根のぬりえの中から選んだ作品のデ

ータをスキャンして組み合わせ、羽根の翼をデザインし、障がい者アーティストのお

二人が描いてくださった瞳とハートとともに赤と青を基調とした不死鳥（フェニック

ス）デザイン２体を制作、宮崎県立美術館及び宮城県気仙沼市「まち・ひと・しごと

交流プラザ」のガラス面やアミュプラザみやざき「うみ館」屋上の壁面に大きなウォ

ールアートとして掲示しました。 

 「芸文祭」のレガシーとして、障がい者施策の推進に取り組む本計画の表紙デザイ

ンに選定しています。 
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◎ はじめに 

 

１ 計画改定の趣旨 

 

  本県においては、障がい者施策の基本計画として「第４次宮崎県障がい者計画」

（平成３１年３月）を策定し、障がいのある人が安全で安心して心ゆたかに暮らせ

る社会を目指し、ノーマライゼーションの理念の下、各種施策を推進してまいりま

した。 

  この間、障がい者施策の分野では、令和３年５月に「障害を理由とする差別の解

消の推進に関する法律」（以下「障害者差別解消法」といいます。）が改正され、

事業者に対し合理的配慮の提供を義務付けるなど障がいを理由とする差別を解消す

るための支援措置が強化（令和６年４月１日施行）、同年９月には「医療的ケア児

及びその家族に対する支援に関する法律」（以下「医療的ケア児支援法」といいま

す。）が施行され、令和４年５月には「障害者による情報の取得及び利用並びに意

思疎通に係る施策の推進に関する法律」（以下「障害者情報アクセシビリティ・コ

ミュニケーション施策推進法」といいます。）が制定されるなど、各種の国内法の

整備が行われ、また、生活面では、令和２年以降の新型コロナウイルス感染症の感

染拡大によって、地域の交流・見守りの場や支援の機会の喪失など様々な影響を受

けるなど、障がいのある人を取り巻く環境は大きく変化してきました。 

さらに、令和４年８月には、「障害者の権利に関する条約」の締約国として、国

際連合ジュネーブ本部にて、「障害者の権利に関する委員会」による対日審査が実

施され、同年９月には同委員会の見解及び勧告を含めた総括所見が採択・公表され

ました。  

  本県では、こうした社会情勢の変化に的確に対応するとともに、「宮崎県障がい

者計画」が令和５年度末をもって計画期間の終了を迎えることを踏まえ、本県にお

ける障がい者施策の一層の推進を図るため、その基本となる計画を改定するもので

す。 

◇ 宮崎県障がい者計画の経緯          

 

 

 

 

 

 

※平成 17 年６月に障害者基本法が改定され、平成１７年１０月に障害者自立支援法

が制定されたため、期間途中での策定。 
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２ 計画の対象 

 

この計画の対象とする「障がいのある人」とは、障害者基本法第２条第１号の規

定に基づき、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳所持者のみでは

なく、発達障がい、高次脳機能障がい、難病など心身の機能の障がいがある方であ

って日常生活や社会生活で継続して相当な制限を受けている全ての人を対象として

います。 
 

 障害者基本法第２条 

   一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他

の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であつて、障

害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受

ける状態にあるものをいう。 

 

３ 計画の位置付け 

 

(1)   この計画は、障害者基本法第１１条第２項の規定に基づき策定する都道府県

障害者計画であり、本県における障がいのある人のための施策に関する基本的

な計画とします。また、障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施

策推進法第９条第１項の規定に基づき、都道府県障害者計画の策定や変更に当

たっては同法の規定の趣旨を踏まえることとされています。 

 

(2)   「宮崎県総合計画２０２３」の部門別計画の一つとして、障がいのある人の

ための施策を推進する計画を策定します。また、難聴児の早期発見・早期療育

推進のための基本方針に基づく「難聴児の早期発見・早期療養を総合的に推進

するための計画」として位置付けます。 

 

(3)   市町村が障がい者施策を推進する上での基本的方向を示すとともに、障がい

者を含む県民、事業者、福祉団体等の協働指針となる計画とします。 

 

４ 計画の期間 

 

  この計画の期間は、障がい福祉制度や経済社会情勢の変化が激しいことを踏まえ、

令和６（２０２４）年４月から令和１１（２０２９）年３月までの５年間とします。 
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第１章 総論 

 

１ 障がい者の現状 

 

(1) 身体障がい者 

本県における身体障害者手帳交付者数は、令和４年度末現在で５６，８３７

人です。これを人口千人当たりの人数で見ると、５４．５人となります。 

また、前回計画策定時点（平成２９年度末６２，６４４人）と比較して９．

３％減となっています。 

 

 

 

身体障がい者を等級別でみると、令和４年度末現在で、重度の身体障がい者

（１級・２級）が４３．８％となっています。 

重度の身体障がい者は、前回計画策定時点（平成２９年度末４２．８％）と

比較して１．０％増となっています。 

       

年齢別でみると、令和４年度末現在で、１８歳未満が１．６％、１８歳以上

６５歳未満が２１．５％、６５歳以上が７６．９％となっており、障がいのあ

る高齢者の割合が大きくなっています。 

主たる障がい種別でみると、令和４年度末現在で、肢体不自由が５０．３％、

内部障がいが３３．５％、聴覚・平衡機能障がいが８．９％、視覚障がいが６．

１％、音声・言語・そしゃく機能障がいが１．２％の順となっています。 

 

62,644 

56,837 
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(2) 知的障がい者 

本県における療育手帳交付者数は、令和４年度末現在で１２，５３０人です。

これを人口千人当たりの人数で見ると、１２．０人となります。 

また、前回計画策定時点（平成２９年度末１１，４７９人）と比較して９．

２％増となっています。 

 

 

 

知的障がい者を程度別でみると、令和４年度末現在で、重度の知的障がい者

（Ａ）が４０．３％となっており、約４割を占めています。 

また、前回計画策定時点（平成２９年度末４１．７％）と比較して１．４％

減となっていますが、人数で見ると２５８人増（４，７９１人→５，０４９人）

となっています。 

 

年齢別でみると、令和４年度末現在で、１８歳未満が１９．５％、１８歳以

上６５歳未満が６５．９％、６５歳以上が１４．５％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11,479 
12,530 
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(3) 精神障がい者 

本県における精神障害者保健福祉手帳交付者数は、令和４年度末現在で１０，

９９７人です。これを人口千人当たりの人数で見ると、１０．５人となります。 

また、前回計画策定時点（平成２９年度末８，２８９人）と比較して３２．

７％増となっています。 

 

 

精神障がい者を程度別でみると、令和４年度末現在で、中度の精神障がい者

（２級）が５３．８％となっており、全体の半数以上を占めています。 

また、前回計画策定時点（平成２９年度末５６．０％）と比較して２．２％

減となっていますが、人数で見ると１，２７６人増（４，６４０人→５，９１

６人）となっています。 

 

年齢別でみると、令和４年度末現在で、１８歳未満が２．５％、１８歳以上

６５歳未満が８０．５％、６５歳以上が１７．０％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8,289 

10,997 
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 (4) 重症心身障がい児（者）、医療的ケア児 

本県における重症心身障がい児（者）数は明らかになっていませんが、各児

童相談所で把握している在宅重症心身障がい児（者）数は、令和４年度末現在

で５８７人、令和５年４月当初の医療型障害児入所施設に入所している重症心

身障がい児（者）数は、１９名となっています。 

また、医学の進歩を背景として、ＮＩＣＵ等に長期入院した後、引き続き人

工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが日常

的に必要な医療的ケア児が増加しています。 

医療的ケア児数は、全国２０，１８０人（令和３年度 厚生労働省調査）に

対し、本県では１９２人（令和５年３月 県障がい福祉課調査）と推計されて

います。 

 

(5) 難病患者 

本県における特定医療費（指定難病）受給者証交付者数は、令和４年度末現

在で９，０６９人です。これを人口千人当たりの人数で見ると、８．７人とな

ります。 

また、前回計画策定時点（平成２９年度末８，３０９人）と比較して９．１

％増となっています。 

 

(6) 発達障がい者 

本県における発達障がい者数は明らかになっていませんが、文部科学省が令

和４年に実施した全国調査では、調査した児童のうち、学習面又は行動面で著

しい困難を示し特別な支援を要する児童は８．８％程度であるとされています。 

なお、令和４年度の宮崎県発達障害者支援センターにおける支援実績は、発

達支援が７７３人、就労支援が２７３人となっております。 

 

(7) 高次脳機能障がい者 

本県における高次脳機能障がい者数は明らかになっていませんが、厚生労働

省の平成２８年生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者実態調

査）によれば、医師から高次脳機能障がいと診断された者の数は３２７千人と

推定されています。 

なお、令和４年度の支援拠点機関（宮崎県身体障害者相談センター及び宮崎

大学医学部）における相談支援実績は、延べ２７９件となっております。 
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２ 基本理念等 

 

(1) 基本理念 

 

本計画は、障害者基本法の理念である「全ての国民が、障害の有無にかかわら

ず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであ

る」を基本理念とします。 

 

(2) 基本目標 

 

宮崎県では、令和５年６月に策定した「宮崎県総合計画２０２３」において、

くらしの分野では、「安全･安心で心ゆたかに暮らしを楽しめる社会」を、目指

す将来像としています。 

「宮崎県総合計画２０２３」に基づくこの計画においては、障がいの有無に

よって分け隔てられることなく、誰もが基本的人権を享有するかけがえのない

個人として、地域で県民自らが望む生活スタイルを実現できるなど、笑顔があ

ふれ、安全・安心で心ゆたかに暮らしを楽しめる社会づくりの実現に向けて、

障がい者施策の総合的な取組を推進します。 

 

(3) 施策の基本方針 

 

「ともに生きる社会」の実現のために、全ての障がいのある人が、基本的人権

を享有するかけがえのない個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわ

しい生活を保障される権利を有することを前提としつつ、次に掲げる事項の適切

な確保・支援を図ることを施策の基本方針とします。 

 

① 必要な支援を受けながら自らの決定に基づき、社会、経済、文化その他のあ

らゆる分野の活動に参加し、自己実現ができる機会の確保 

 

② 地域での生活への移行を促進するための基盤整備を進め、地域社会において

ともに生きるために社会に存在する社会的障壁（バリア）を除去し、どこで誰

と生活するかについて選択できる機会の確保 

『障がいのあるなしによって分け隔てられることなく地域でともに生きる社会づくり』 
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③ 手話を含めた言語などの意思疎通のための手段や情報の取得・利用のための

手段について選択できる機会の確保 

 

④ 障がい者差別その他の権利利益を侵害する行為を禁止するとともに、社会的

障壁を除去するための合理的配慮の提供 

 

(4) 施策推進に共通する横断的視点 

 

① 社会のあらゆる場面におけるアクセシビリティの向上 

障がいのあるなしによって分け隔てられることなく全ての人々が、同じ地

域社会でともに暮らし、学び、働く共生社会を実現するためには、障がいの

ある人の活動を制限し、社会への参加を制約している事物、制度、慣行、観

念等の社会的障壁の除去を進めることにより、障がいの有無にかかわらず安

心して生活できるようにする必要があります。このため、公共施設等のバリ

アフリー化や障がいのある人の円滑な情報の取得・利用・発信のためのアク

セシビリティの向上、意思表示・コミュニケーションを支援するためのサー

ビス等の環境整備、障害者差別解消法に基づく合理的配慮の提供など、社会

のあらゆる場面で社会的障壁の除去に向けたアクセシビリティの向上を図り

ます。特に、新たな技術を用いたデジタル機器・サービスは、アクセシビリ

ティとの親和性が高いという特徴があり、社会的障壁の除去の観点から、デ

ジタル機器・サービスに不慣れな障がいのある人の支援も含め、障がいのあ

る人による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策を総合的に推進し

ます。 

また、障がいのある人の自立又は社会参加に深刻な悪影響を与える障がい

を理由とした不当な差別的取扱いの禁止や虐待防止などの障がいのある人の

権利を擁護する取組について、国や市町村、関係団体を始め様々な主体との

連携を図りつつ、社会のあらゆる場面で障がい者差別などの解消に向けた取

組を積極的に推進します。 
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② 地域資源の有効活用・各分野の総合的かつ横断的な連携による支援 

障がいのある人が、身近な地域で安心してともに生活するためには、限ら

れた地域社会の資源を有効活用しつつ、多様なライフステージに対応した適

切な支援を受けられるよう、教育、文化芸術、スポーツ、福祉、医療、雇用

等の各分野の総合的かつ横断的な支援体制を整備する必要があります。 

このため、障がいのある人の日常生活又は社会生活で直面する困難の解消

に向けて、地域の医療機関や地域住民、ＮＰＯ・ボランティア団体などの地

域社会にある既存資源の各分野における総合的かつ横断的な連携を図り、市

町村を中心とする支援体制の更なる整備を促進します。 

また、障がいのある人の家族やヤングケアラーを含む介助者など関係者へ

の支援も留意しつつ、複数の分野にまたがる課題については、各分野の枠の

みにとらわれることなく、関係する機関、制度等の必要な連携を図ることを

通じて各分野の総合的かつ横断的な支援体制の整備に努めます。 

 

③ 社会生活の充実及び障がいの特性等に応じた多様な自立の支援 

障がいのある人が、身近な地域で、又は地域へ移行して安全・安心で充実

した生活を営むためには、障がいの特性や状態、生活実態等に応じた多様な

ニーズに適切に対応できる地域の支援体制の基盤整備が重要となります。 

このため、外見からは分かりにくい障がいが持つ特有の事情、状態が変動

する障がいは症状が多様化しがちであり、障がいの程度を適切に把握するこ

とが難しい点に留意しつつ、知的障がい、精神障がい、発達障がい、難病、

高次脳機能障がい、盲ろう、重症心身障がいその他の重複障がい等について、

障がいの特性等の社会全体の更なる理解促進に向けた啓発・広報活動を行う

とともに、地域でともに充実した生活ができるよう、地域の福祉・保健・介

護・医療・労働・教育などの関係機関と連携し、障がいの特性等に応じた多

様なニーズに対応可能な障害福祉サービス等の充実や支援体制の基盤整備を

図ります。 
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④ 障がいのある女性、こども及び高齢者に配慮した取組の推進 

     障がいのある女性は、女性であることにより、いわゆる複合的差別など更に

困難な状況に置かれる場合があること、また、障がいのあるこどもは、地域

社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する観点等を踏まえた、こ

どもと家庭に対する妊娠期からの切れ目ない継続支援を早期から行うことが

必要であり、障がいのある成人とは異なる支援を行う必要性があること、さ

らに、障がいのある高齢者は、障がいに加えて高齢であることにより、更に

困難な状況に置かれる場合があることから、こうした点も施策推進の視点と

して取り入れます。 
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３ 推進体制 

 

(1)  国・県・市町村・団体・事業者・県民等の役割分担 

障がいのある人が、障がいのあるなしによって分け隔てられることなく、地

域でともに生きる社会をつくるためには、各関係機関がそれぞれの役割と責務

を認識し、相互に連携･協力しながら、総合的に取組を推進することが必要です。 

 

① 国･県･市町村の行政機関においては、障がいのある人が「安全･安心で

心ゆたかに暮らしを楽しめる社会」を実現するために、それぞれの役割に

応じた公的サービスを提供し、緊密に連携を取ることが必要です。 

 

② 障がい者団体やＮＰＯ・ボランティア団体等においては、障がいのある

人が身近な地域でともに生活できるよう、障がいのある人への情報提供や

日常生活又は社会生活におけるきめ細かな支援、また、社会参加の機会の

確保を図ることが求められています。 

 

③ 事業者においては、質の高い障害福祉サービス等の提供を民間の立場か

ら実現するとともに、障がいのある人の就労機会の確保や多くの県民が利

用する公共的施設におけるバリアフリーを始めとした合理的配慮など、社

会的な責任を担うことが求められています。 

 

④ 県民においては、人情味にあふれ、ぬくもりのある県民性の下、一人一

人が思いやりの心を持って、障がいのある人への理解や認識、関心を深め

ることが求められています。 

 

    ⑤ 「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現を

目指す世界共通の目標であるＳＤＧｓ（持続可能な開発目標：Sustainable 

Development Goals）を踏まえ、専門職による職能団体、企業、経済団体

等の関係者も一体となり全員参加型で施策を推進していくことが求めら

れます。 
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 (2) 障がい保健福祉圏域 

障がい者施策の推進に当たっては、各市町村の人口規模や地域の社会資源な

どに偏りがあるとともに、障がいの種別によっても対応が異なることから、一

つの市町村での対応が困難な場合においては、広域的に対応した方が効果的な

ものもあります。  

このため、今回のこの計画においても、複数市町村を含む広域圏域を地域単

位とし、その設定に当たっては、前計画及び宮崎県障がい福祉計画の圏域、二

次医療圏や県の出先機関の担当区域などを総合的に考慮して、引き続き次の７

圏域とします。  

障がいのある人の誰もが、身近な地域でともに生活し、必要な支援が受けら

れるよう、また、各圏域ごとに個々の事業所及び施設がバランス良く配置され

るよう支援体制の整備に努めます。 
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◎障がい保健福祉圏域 

 

障 が い 保 健 

福 祉 圏 域 

 

市  町  村 

 

 

人  口（人） 

（令和５年４月１日現在） 

 

宮 崎 東 諸 県 

 １市２町 

 

宮崎市、国富町、綾町 

 

 

   ４２２，０８１ 

 

 

日 南 串 間 

 ２市 

 

日南市、串間市 

 

 

     ６４，１７１ 

 

 

都 城 北 諸 県 

  １市１町 

 

都城市、三股町 

 

 

   １８３，０３７ 

 

 

西  諸  県 

  ２市１町 

 

小林市、えびの市、高原町 

 

 

     ６６，７８２ 

 

 

西 都 児 湯 

  １市５町１村 

 

西都市、高鍋町、新富町、西米良村、 

木城町、川南町、都農町 

 

    ９２，９６０ 

 

 

日 向 入 郷 

  １市２町２村 

 

日向市、門川町、諸塚村、椎葉村、 

美郷町 

 

     ８２，７８８ 

 

 

宮 崎 県 北 部 

  １市３町 

 

延岡市、高千穂町、日之影町、 

五ヶ瀬町 

 

  １３１，２１８ 

 

 

計 （７圏域、２６市町村「９市 １４町 ３村」） 

 

 

  １，０４３，０３７ 

※ 人口の計は、市町村の積み上げ人口であり、宮崎県の推計人口（1,043,672 人）

とは一致しない。 
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(3) 宮崎県障害者施策推進協議会での進捗管理等 

関係行政機関の職員、学識経験者、障がい者並びに障がい者の自立及び社会

参加に関する事業の従事者で構成された「宮崎県障害者施策推進協議会」に計

画の進捗状況を報告し、施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を

調査審議した上で、当協議会から提示された意見を踏まえ、計画の効果的な推

進に努めます。 

計画の進捗状況の確認に当たっては、計画の策定とともに設定する成果目標

の数値を参考にすることにより定量的な視点からの把握に努めます。 

 

延岡市 

宮崎県北部 

日向入郷 
西 諸 県 

障がい保健福祉圏域 

高千穂町

五ヶ瀬町 日之影町

門川町

椎葉村

美郷町 

日向市

都農町
木城町

西米良村

西都市

川南町

高鍋町

新富町

宮崎市

綾町

えびの市

小林市

高原町

都城市

三股町

日南市

串間市

諸塚村

国富町

西都児湯 

宮崎東諸県 

日南串間 

都城北諸県 
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４ 施策の体系 

 

この計画では、次の分野に施策を区分し、それぞれの施策ごとに現状と課題、

施策の方向性を示しています。 

第１節 啓発・広報 

１ 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

２ 啓発・広報活動の推進 

第２節 生活支援 

１ 地域における相談支援及び意思決定支援の充実 

２ 在宅サービス等の充実 

３ スポーツ、文化芸術活動の振興 

４ 福祉用具の普及促進と利用支援等 

第３節 教育・育成 

１ 障がい児支援・育成施策の充実 

２ インクルーシブ教育システム（障がい者を包容する教育制度）の構築 

３ 教育指導の充実 

４ 教育環境の整備 

第４節 保健・医療 

１ 障がいの原因となる傷病の予防、早期発見、治療の推進 

２ 医療サービスの充実 

３ 精神保健対策の推進 

４ 難病患者等への施策の推進 

５ 福祉・保健・介護・医療の連携 

第５節 雇用・就業、経済的自立の支援 

１ 一般就労支援施策の充実 

２ 一般就労が困難な障がい者への就労支援 

３ 経済的自立の支援 

第６節 情報・コミュニケーション 

１ 意思疎通支援の充実 

２ 情報取得・利用のしやすさの推進 

３ 情報提供の充実 

第７節 生活・環境 

１ 人にやさしい福祉のまちづくり 

２ 宿泊施設等のアクセシビリティ向上 

３ 防災・防犯対策等の充実 

第８節 福祉を支える人づくり 

１ 専門職種の養成・確保 

２ ＮＰＯ・ボランティア活動の推進 

第９節 行政サービス等における配慮 

１ 行政機関等における配慮及び障がい者理解の促進等 

２ 選挙等における配慮等 

３ 司法手続等における配慮等 
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第２章 各論 

 

 第１節 啓発・広報 

 

１ 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

【現状と課題】 

・ 平成２８年４月に障害者差別解消法が施行されたことに伴い、「障が

いのある人もない人も共に暮らしやすい宮崎県づくり条例」を施行し、障

がいを理由とする差別の解消の推進に関して必要な施策を講じています。 

 

・ 同条例に基づき、情報の共有や施策の推進を図る「宮崎県障がい者差

別解消支援協議会」の設置運営や、障がい者の差別に関する相談窓口の設

置運営、相談窓口研修会の開催や様々な啓発活動を行っているところであ

り、県民の理解の一層の促進のため、障がいを理由とする差別の解消や障

がい者に対する合理的配慮の提供など、今後も啓発・広報等の取組が必要

です。 

 

・ 意思決定能力や契約締結能力が十分でない障がい者の権利擁護の取組

として、日常生活自立支援事業や成年後見制度が設けられています。これ

らの制度利用者数は、増加傾向にあり、制度の周知及び利用促進が図られ

ているものの、取組を更に推進することで支援体制の整備・強化に努める

必要があります。 

 

・ 障がい者虐待については、障害者虐待防止法において、「障害者の尊

厳を害するもの」と規定され、いかなる理由でもその行為が許されるもの

ではありません。しかしながら、平成２４年１０月に障害者虐待防止法の

施行以降、本県でも、養護者・障がい者福祉施設従事者・使用者による障

がい者への虐待は毎年確認されている状況です。虐待の未然の防止、早期

発見・早期対応、虐待を受けた障がい者に対する保護や自立支援と併せて、

養護者に対する相談等の支援に取り組むことも必要です。 

 

・ 強度行動障がいを有する者は、虐待の被害や身体拘束等を受けること

が多いことが明らかになっており、虐待防止や権利擁護の観点からも適切

な支援を提供できる体制の整備が求められます。 
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・ 障がい者が良質な福祉サービスを気軽に受けられるよう、サービス提

供事業者と対等な関係で意見や苦情を伝えることができる環境や、サービ

ス提供事業者がサービス利用者である障がい者の立場に立って、良質かつ

適切なサービスを提供していく環境を整備していく必要があります。 

 

【施策の方向性】 

① 障がいを理由とする差別の解消の推進 

・ 障がいを理由とする差別の解消や障がい者に対する合理的配慮の提供

について県民の関心と理解を深めるとともに、「障がいのある人もない

人も共に暮らしやすい宮崎県づくり条例」の周知や障害者差別解消法改

正に伴う事業者による合理的配慮の提供の義務付けなど、積極的な啓発

・広報活動を行います。 

 

・ 障がい者及びその家族等からの障がいを理由とする差別に関する相談

に的確に応じるとともに、障がいを理由とする差別に関する紛争の防止

又は解決を図ることができるよう、県障害者社会参加推進センターに設

置する相談窓口での相談、啓発・広報機能の強化・充実を図ります。 

 

・ 地域において障がいを理由とする差別に関する相談や紛争の防止・解

決等を推進するため、関係機関から構成される「宮崎県障がい者差別解

消支援協議会」の適切な運用を図ります。 

 

② 権利擁護制度等の活用促進 

・ 知的障がい又は精神障がいにより判断能力が不十分な方による日常生

活自立支援事業（いわゆる「あんしんサポートセンター」）や成年後見

制度の利用において、本人の状態や生活状況に配慮した適切な利用を促

進するため、ニーズ把握に努めるとともに、障がい者にとって最も身近

な行政機関である市町村における地域での体制づくりに必要な調整・協

力を行います。 

 

・ 障害者虐待防止法第３６条に基づき設置している宮崎県障がい者権利 

擁護センターにおいて、市町村障がい者虐待防止センターや宮崎県警察 

及び宮崎労働局等の行政機関、宮崎県弁護士会や宮崎県社会福祉士会等 

の職能団体等、関係団体・関係者と連携を図りながら、障がい者の虐待 

防止や権利擁護に取り組みます。 
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・ 障がい者虐待が発生した場合、障害者虐待防止法及び障害者虐待対応

マニュアルに即して、迅速な対応に努めます。その際には、市町村や宮

崎県警察、宮崎労働局とも適宜連携を図り、適確な対応を行います。ま

た、被虐待者が複数の市町村にまたがる場合や県外の場合などには、必

要な調整・協力を行います。 

 

・ 障害福祉サービス事業所等における虐待防止委員会の設置や虐待防止

責任者の設置を徹底し、障がい者虐待防止・権利擁護研修の実施を通じ

て事業所等の職員及び市町村職員の理解促進及び専門性を強化すること

で虐待の早期発見や防止に向けて取り組むとともに、県民への啓発・広

報活動も併せて促進します。 

 

・ 宮崎県強度行動障害支援者養成研修事業を通じて、障がいの特性の理

解に基づく適切な支援を行うことができる人材等の育成を行い、支援体

制の整備に取り組みます。 

 

・ 社会福祉法第８３条に基づき宮崎県社会福祉協議会が設置する運営適

正化委員会における福祉サービスに関する苦情解決事業の普及や、施設

におけるサービスの内容や提供体制等について、利用者の視点で評価を

行う福祉サービス第三者評価事業を促進し、障がい者が良質な福祉サー

ビスを気軽に利用できる環境づくりを推進します。 

 

・ 障害福祉サービスの提供に当たっては、利用者の意向を踏まえ、本人

の意思に反した異性介助が行われることがないよう、啓発・広報などの

取組を進めます。 
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   ２ 啓発・広報活動の推進 

【現状と課題】 

・ 障がい者が、障がいのあるなしによって分け隔てられることなく、身 

近な地域でともに生きる社会を実現するためには、県民一人一人が差別や

偏見といった心の障壁を取り除き、障がいや障がい者に対する正しい理解

や認識、関心を深めていくことが必要です。 

 

・ 令和５年度の障がい者アンケート調査結果では、県民の障がい者への

理解と認識について、「以前よりは深まったがまだ不十分」と「深まって

いない」の合計が３７．８％で、前回アンケート時点（平成３０年度５４．

３％）と比較して１６．５％減となっています。 

 

・ 今後も、関係機関の協力を得ながら、着実に県民に対する啓発・広報

活動を推進していくことが必要です。 

 

【施策の方向性】 

・ 障害者週間（毎年１２月３日から９日まで）、精神保健福祉普及週間 

（毎年１０月中・下旬から１０月下旬・１１月上旬の１週間）、人にやさ

しい福祉のまちづくり推進月間（毎年１２月）における啓発活動や、県障

がい者スポーツ大会、芸術・文化祭など、ＮＰＯ・ボランティア団体、障

がい者団体などの幅広い層の協力を得ながら、障がい者との交流を通じ

て、障がいを理由とする差別の解消を含めた県民の理解を深める各種イベ

ント等を実施します。  

 

・ 宮崎県人権施策基本方針に基づき、各マスメディアの協力を得るとと

もに、国、市町村、民間団体、事業者等と連携しながら、総合的かつ効果

的に県民への啓発・広報活動に取り組みます。 

 

・ 県民の障がい者への理解と関心を深めるため、様々な障がいの特性や

障がい者への必要な配慮等について、広く周知を図ります。 

 

・ 特に、外見からは分かりにくい発達障がい、高次脳機能障がい、難病

の方の円滑な社会参加を促進するため、障がいの特性への理解や必要な配

慮などについて、行政機関や障害福祉サービス事業所等の職員を始め、広

く県民や企業等に向けた啓発・広報活動を推進します。 
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 第２節 生活支援 

 

１ 地域における相談支援及び意思決定支援の充実 

【現状と課題】 

・ 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（以

下「障害者総合支援法」といいます。）により、障がい者が市町村に対し

て利用サービスの支給申請に際して提出するサービス等利用計画の作成

等を行う計画相談支援と施設や病院に入所・入院をしている人等の地域移

行を支援する地域相談支援が実施されています。 

 

・ 相談支援については、自立支援協議会や基幹相談支援センターなど、

地域の充実した相談支援体制を整備する仕組みが制度化されています。自

立支援協議会は２６市町村で設置されていますが、基幹相談支援センター

は、地域における相談支援の中核的な役割を担う存在として期待されてい

るものの、設置市町村数は、令和５年４月現在において２１市町村であり、

相談支援体制の質の充実と量的拡大、包括的な相談支援体制を整えるた

め、その設置を更に促進する必要があります。 

 

・ また、相談支援に当たっては、障がい特性に応じた細やかな対応が必

要です。発達障がいや高次脳機能障がいなどの外見からは分かりにくい障

がいは、より専門的な知識が求められるとともに、視覚障がい、聴覚障が

い、音声機能障がい、言語機能障がいのある方、盲ろう者、失語症者など

コミュニケーションに困難を抱える人が、相談支援を利用しやすい環境を

整えることも必要です。また、地域移行に関する相談支援については、入

所・入院している障がい者やその家族のニーズを十分に把握した上で、地

域移行に関する情報提供を進める必要があります。 
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・ 障がい者の権利擁護の観点では、日常生活や社会生活の様々な場面で、

その人の望む暮らしを実現できるよう意思決定のための支援が必要です。

また、相談支援専門員は、計画相談に係るモニタリングによる居宅や施設

等の訪問を通じて、障がい者やその世帯の状況の把握が可能であることか

ら、これらの機会を通じた虐待の早期発見・早期対応のため虐待対応の窓

口となる市町村との連携協力が重要です。 

 

【施策の方向性】 

・ 障がい者の望む暮らしの実現のために、障がい者が自らの決定に基づ 

き、身近な地域で相談支援を受けることができるよう、地域の身近にある

相談窓口について、障がい者やその家族等への周知を図るとともに、関係

機関の相互の連携を促し、適切なサービスの提供を図ります。 

 

・ 利用者一人一人にきめ細やかな支援が提供できるよう、計画相談支援

（ケアマネジメント）を通じて、利用者のニーズの抽出や継続的かつ定期

的なモニタリングの実施など、サービス等利用計画が適切に作成・運用さ

れるよう、相談支援従事者研修等で周知を図ります。 

 

・ 入所・入院している障がい者やその家族のニーズに沿った情報提供が

できるよう、地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の利用を促進

するとともに、自立生活援助などのサービスを活用した支援を推進しま

す。 

 

・ 市町村等に対して、地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹

相談支援センターの必要性を周知し、その設置を促進します。また、関係

機関の連携強化や地域の実情に応じた相談支援体制等の整備を進めるた

め、自立支援協議会の活性化を促進します。 

 

・ 質の高い相談支援を提供するため、関係機関とも連携しながら、専門

性の高い相談支援従事者の人材育成を図るとともに、相談支援専門員への

指導・助言の役割を担う主任相談支援専門員を計画的に養成することによ

り、地域における相談支援の充実を図ります。 
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・ 県が設置・委託する様々な相談機関により専門性の高い相談支援の提

供を行うとともに、身近な地域の相談窓口との連携が十分に図れるよう、

支援ネットワークづくりに取り組みます。また、当事者が行う援助として

有効かつ重要な手段であるピアサポーターやペアレントメンター等の育

成や活用に努め、当事者やその家族に対する相談支援の拡充を図ります。 

 

・ 障がい者の権利擁護を推進するため、自ら意思を決定することに支援

が必要な障がい者等が障害福祉サービス等を適切に利用することができ

るよう、相談支援専門員やサービス管理責任者、児童発達支援管理責任者

等に対する研修等を通じた意思決定支援の質の向上や意思決定支援ガイ

ドラインを踏まえた利用者本位の支援普及を図り、また、計画相談に係る

モニタリングの機会を活用した虐待の早期発見や防止、市町村との連携の

重要性について、相談支援事業所等に対する周知を図ります。 
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   ２ 在宅サービス等の充実 

(1) 在宅サービスの充実 

【現状と課題】 

・ 障がい者アンケート調査結果では、今後利用したい障害福祉サービス

として、「就労継続支援Ａ型・Ｂ型」の割合（９．８％）が最も高く、

「居宅介護や重度訪問介護」を選択した人は６．４％、「同行援護や行

動援護」を選択した人は７．５％となっています。 

 

・ 利用している障害福祉サービスの満足度について、「居宅介護や重度

訪問介護」は６９．２％、「同行援護や行動援護」は５９．３％となっ

ています。 

 

・ 障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、安全・安心で充

実した生活を実現するための体制づくりを進めるためには、利用者本位

の考え方に立って、個人の多様なニーズに対応するサービス提供体制を

整備するとともに、市町村及びサービス事業者間のネットワークを構築

するなど、更なる在宅サービスの質的・量的充実を図る必要があります。 

 

・ また、ヤングケアラーや在宅で介護されている家族の方などへのレス

パイトケア（介護者の休息）や介護者の急な病気等の緊急時受入れ対応

の充実を図っていくことも重要です。 

 

【施策の方向性】 

・ 地域で生活する障がい者が、障がいの特性や生活実態等に応じて各種

サービスが利用できるよう、訪問系サービスやショートステイ（短期入

所）などのサービス提供体制の整備とサービスの質的・量的充実を図る

とともに、市町村や関係機関等と連携しながら、地域間のサービスの平

準化を図ります。 

 

・ 障がいの重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための

機能（相談、緊急時の受入れ・対応、グループホームの体験・機会の場、

医療的ケア等専門的人材の確保、地域の体制づくり）を整備する「地域

生活支援拠点等」の整備について、市町村及び指定事業者等と連携して

進めます。 
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・ ヤングケアラーや在宅で介護されている家族の方などへのレスパイト

ケア（介護者の休息）の充実を図るため、居宅介護等の訪問系サービス

事業所への喀痰吸引等の医療的ケア対応への呼びかけを行うとともに、

医療的ケアの対応可能な短期入所事業所等の情報提供などに努めます。 

 

・ 各障がい保健福祉圏域におけるサービス提供体制については、障がい

福祉計画に基づき計画的な整備を図ります。 

 

(2) 居住の場の確保 

【現状と課題】 

・ 障がい者アンケート調査結果では、これからの暮らし方として、「家

族と同居」（４９．１％）が最も高く、続いて「一人暮らし」（１６．

２％）となっています。このため、施設入所者等の地域生活への移行を

円滑にするために施設退所後の居住の場の確保が必要となっています。 

 

【施策の方向性】 

・ 障がい者の地域における居住の場の一つとして、日常生活上の介護や

相談援助等を受けながら共同生活するグループホームの拡充を図るとと

もに、重度障がい者にも対応した一層の体制づくりを推進します。 
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・ 施設等退所後の住まいの場の一つとして、県営住宅における障がい者

への入居抽選倍率の優遇措置、バリアフリー化の推進等、障がい者に配

慮した住環境の整備を推進します。また、社会福祉法人等による公営住

宅におけるグループホームの設置を支援します。 

 

・ 社会福祉法人等がグループホーム等を設置・運営するに当たり、必要

となる費用等の助成を引き続き実施します。 

 

(3) 社会参加の促進 

【現状と課題】 

・ 障がい者アンケート調査結果では、外出の際に困っていることとして、

「自分ひとりで外出できない」の割合（２７．７％）が最も高く、「道

路に段差が多い」（１４．８％）などのハード面の整備のほか、「外出

先・交通機関での情報の取得やコミュニケーション支援がない（少ない）」

も６．７％となっています。 

 

・ 障がい者の自立や社会参加を促進するため、在宅の障がい者やその家

族に対する障害福祉サービスの充実や社会生活力を高めるための支援を

引き続き実施するとともに、外出の際に支援を必要とする方に対する県

民の思いやりのある行動への理解を促進するなど、幅広い施策を推進し

ていく必要があります。 

 

【施策の方向性】 

・ 障がい者の身体機能又は生活能力の質的向上が図られるよう自立訓練

（機能訓練、生活訓練）の整備を推進するとともに、コミュニケーショ

ン手段の確保や外出のための移動支援等、地域の特性や利用者の状況に

応じて社会参加促進のためのサービスの充実を図ります。 

 

・ 外見からは分からなくても援助が必要な人への思いやりのある行動を

県民全体へ広めていくため、平成３０年度から導入した「ヘルプマーク」

の更なる普及啓発に取り組みます。 

 

・ 重度の視覚障がい者等の外出する機会を確保するため、同行援護事業

の充実や中途失明者歩行訓練事業の適切な実施に努めます。 
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・ 盲導犬・介助犬等の身体障がい者補助犬給付事業の利用促進を図ると

ともに、身体障がい者補助犬を使用する身体障がい者が施設等の利用を

拒まれることがないよう、普及啓発を推進します。 

 

(4) 精神障がい者施策の充実  

【現状と課題】 

・ 障がい者アンケート調査結果では、精神障がい者のこれからの暮らし

方として、７割以上の方が「家族と同居」、「一人暮らし」、「グルー

プホームで生活」など地域での生活を希望されています。 

 

・ 精神障がいの有無や程度にかかわらず、誰もが安心して心ゆたかに暮

らせるように、関係者の重層的な連携や支援体制の構築が必要です。加

えて、精神障がい者への医療の提供・支援を可能な限り地域にて行うと

ともに、入院中の精神障がい者の早期退院及び地域移行を推進し、地域

生活への円滑な移行・定着に向けて切れ目のない支援を確保し、精神障

がい者及び家族のニーズに対応した多様な相談体制の構築を図る必要が

あります。 

 

【施策の方向性】 

・ 入院中の精神障がい者の早期退院（入院期間の短縮）や地域移行を推

進するため、受け皿となる地域資源の活用・連携を図るとともに、居宅

介護など訪問系サービスの充実や地域相談支援（地域移行支援・地域定

着支援）、自立生活援助の提供体制の整備を行い、精神障がい者の地域

生活への移行を図ります。 

 

・ 精神障がいの有無や程度によらず地域生活に関する相談に対応できる

ように、当事者・家族・保健・医療・福祉・教育等関係者による協議の

場及び住まいの確保支援も含めた地域の基盤整備を推進し、「精神障が

いにも対応した地域包括ケアシステム」の構築を図ります。 

 

・ 地域生活を支える支援団体、当事者団体の育成等を図るため、宮崎県

精神保健福祉連絡協議会による家族会や断酒会等への支援を行います。 
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(5) 重度障がい者施策の充実 

【現状と課題】 

・ 長時間のサービスを必要とする重度障がい者については、身近な地域

で障がいの特性や生活実態等に応じた各種サービスが受けられる体制の

整備を図る必要があります。 

 

【施策の方向性】 

・ 常時介護を必要とする障がい者が、自ら選択する地域で生活できるよ

う、日中及び夜間における医療的ケアを含む在宅サービスや、体調の変

化・支援者の状況等に応じて一時的に利用することができるショートス

テイ（短期入所）などの障がい者の家族支援に資するレスパイト機能の

質的・量的充実及び事業所の均衡ある配置を図ります。 

 

・ ヤングケアラーや在宅で介護されている家族の方などへのレスパイト

ケア（介護者の休息）の充実を図るため、居宅介護等の訪問系サービス

事業所への喀痰吸引等の医療的ケア対応への呼びかけを行うとともに、

医療的ケアの対応可能な短期入所事業所等の情報提供などに努めます

（再掲）。 

 

・ 医療的ケア児支援法に基づき、医療的ケアが必要な障がい児等に対し

て、医療的ケア児支援センターが、相談に応じ、情報の提供や助言その

他の支援、関係機関等への情報提供及び研修の実施等を推進するととも

に、更なる周知・啓発を図ります。また、地域において包括的な支援が

受けられるように、保健・医療・福祉・教育等の関係機関の連携促進に

努めます。 

 

(6) 施設サービス機能の充実 

【現状と課題】 

・ 地域で暮らす障がい者が、身近な地域で必要なサービスを受けられる

よう、限られた社会資源を有効に活用し、障害福祉施設等が提供するサ

ービスの多様化を図るとともに、障がいの種別を特定しないサービス提

供を促進する必要があります。 
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・ 在宅障がい者を対象としたショートステイ（短期入所）や生活介護、

また、専門的知見を地域に還元する相談支援など、障害福祉施設等が地

域福祉の拠点となるよう、機能の充実を図る必要があります。 

 

・ 災害発生時に自力で避難することが困難な人が多く入所する障害福祉

施設等の安全・安心を確保する必要があります。 

 

【施策の方向性】 

・ 現在の入所施設を「地域生活支援拠点等」の整備の一つの機能として

位置付けることにより、地域で暮らす障がい者の支援拠点として活用を

図り、施設の機能や特色を利用して、提供するサービスの多様化を促進

するとともに、施設の一層の小規模化・個室化により入所者の生活環境

の向上を図ります。 

 

・ 障がい者が安心して生活できるよう、障害福祉施設等について火災や

地震発生時に地域の消防団や住民との連携体制の構築を推進するととも

に、建築基準法や消防法の基準に適合した施設の耐震化及びスプリンク

ラー等の設置など、防火安全体制の整備の推進に努めます。 

 

(7) 施設等から地域生活への移行の推進 

【現状と課題】 

・ 施設等から地域生活への移行を希望する障がい者が、地域において自

立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉

サービス等の提供体制の確保等を図っていくことが必要です。 

 

【施策の方向性】 

・ 地域における居住の場の一つとして、グループホームの充実を図ると

ともに、自立訓練事業等の推進により、入所等から地域生活への移行を

推進します。 

 

・ 障がいの重度化・高齢化に対応するため、市町村及び地域の自立支援

協議会と連携し、「日中サービス支援型共同生活援助（グループホーム）」

の整備促進を図ります。 
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・ 施設や指定相談支援事業者等の関係機関と連携し、地域生活への移行

を進めるための説明や啓発を行っていくとともに、地域生活への移行に

向けた個別支援計画の充実及び相談支援の利用促進を図ります。 

 

・ 障がいの重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための

機能（相談、緊急時の受入れ・対応、グループホームの体験・機会の場、

医療的ケア等専門的人材の確保、地域の体制づくり）を整備する「地域

生活支援拠点等」の整備について、市町村及び指定事業者等と連携して

進めます。（再掲） 

また、地域生活支援拠点等については、緊急時の受入れ対応とともに、

体験の機会・場の提供や入所施設・病院、親元からグループホームや一

人暮らしなどへの生活の場の移行支援などの役割を担えるよう取り組み

ます。 

 

(8) 各種障がいへの対応 

【現状と課題】 

・ 発達障がい、高次脳機能障がい、難病等の障がいについては、ほかの

障がいと比べて各種支援が進んでいないことから、社会全体の理解促進、

家族支援、福祉・労働・教育・医療分野の取組等を総合的に進めていく

ことが重要となっています。 

 

【施策の方向性】 

・ 発達障がい者及びその家族を総合的に支援するため、発達障害者支援

センター等において、発達障がい者やその家族に対する相談支援やペア

レントメンターの養成等を行うとともに、地域の医療、保健、福祉教育、

雇用等の関係者による発達障がい者支援地域協議会で地域の課題等を協

議し、発達障害者支援センターを中心とした発達支援、就労支援を行う

ほか、更なる普及啓発・研修等の充実を図ります。 
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・ 高次脳機能障がい者及びその家族を支援するため、総合相談窓口であ

る県身体障害者相談センターと医学的な支援拠点である宮崎大学医学部

の２つの支援拠点機関に支援コーディネーターを配置して専門的な相談

支援等を行うとともに、支援拠点機関を中心とした関係機関との地域支

援ネットワークの強化に取り組みます。また、高次脳機能障がい者が、

自らの障がいを認識して社会生活に適応していくための基礎的な訓練を

集団で行う通所教室を実施するとともに、民間事業所等でも同様の支援

が広がるよう取り組むほか、更なる普及啓発・研修等の充実を図ります。 

 

・ 難病患者等に対する障害福祉サービス等の提供に当たっては、各市町

村において、難病等の特性（病状の変化や進行、福祉ニーズ等）に配慮

した円滑な事務が実施されるよう、研修や情報提供を行います。 
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   ３ スポーツ、文化芸術活動の振興 

(1) スポーツ施設の整備・改善 

【現状と課題】 

・ 障がい者が、地域で心ゆたかに暮らしを楽しむためには、障がい者の

健康増進や社会参加、余暇の充実等を促進するスポーツが非常に大きな

役割を果たすことから、障がいの有無にかかわらず誰もが気軽にスポー

ツに親しめるよう、障がい者に配慮した施設の整備・改善を行うことが

必要です。 

 

【施策の方向性】 

・ 障がい者が地域において安全で快適にスポーツを楽しめるように、ハ

ード面の整備だけではなくソフト面での知恵と工夫による積極的な対応

も含めた県有施設のユニバーサルデザイン化等をより一層推進するとと

もに、市町村が実施する施設整備等に対する助言を行い、障がい者に配

慮した施設の整備・改善を促進します。 

 

(2) スポーツ活動の振興  

【現状と課題】 

・ 障がい者スポーツを推進するためには、各種スポーツ大会や教室等の

イベント開催を促進するとともに、その情報が広く周知されるよう工夫

し、スポーツによる共生社会の実現を目指した取組が必要です。 

 

・ 令和９年に本県で開催する全国障害者スポーツ大会に向けた取組を段

階的に実施することにより、大会成功に向けた県民全体の機運の醸成を

図っていく必要があります。 

 

【施策の方向性】 

・ 県障がい者スポーツ大会の開催及び全国障害者スポーツ大会への選手

派遣等を通じて、障がい者を対象にスポーツの普及を図るとともに、ス

ポーツ関係団体等が行う障がい者スポーツ等に関する取組を支援しま

す。 
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・ 障がい者スポーツの情報について、教育委員会や障がい者団体等と連

携し、ＳＰコードや点字での広報、ホームページやＳＮＳ、新聞広告等、

様々な媒体を活用しながら、大会・イベント等に関する広報を積極的に

行います。 

 

・ 障がい者スポーツの普及・定着のために、市町村やパラスポーツ指導

員、競技団体、福祉施設職員等との連携を図りながら、障がい者スポー

ツ大会や各種教室を計画的に開催します。 

 

・ 障がいのある児童生徒や社会人を対象とした体験会や競技会を開催す

るなど、教育委員会等と連携して、スポーツを通した心ゆたかな生活の

実現や競技力向上を図ります。 

 

・ 令和９年に本県で開催する全国障害者スポーツ大会に向けて、選手の

発掘や育成を図り、大会後も継続してスポーツに取り組む選手や持続可

能なチームづくりを進めます。 

 

(3) スポーツ指導者等の養成  

【現状と課題】 

・ 県障がい者スポーツ大会や全国障害者スポーツ大会に向けた強化練習

会など、様々な機会を通じ、指導者の資質の向上を図っています。 

 

・ 県内の障がい者スポーツクラブの活動を充実させ、指導者の交流促進

とともに、研修機会の充実を図る必要があります。 

 

・ 令和９年に本県で開催する全国障害者スポーツ大会に向けて、審判員

等の競技役員や大会を支えるボランティアを養成していく必要がありま

す。 

 

【施策の方向性】 

・ パラスポーツ指導員養成を行い、宮崎県パラスポーツ指導者協議会の

活動を支援するなど、人材の養成に取り組むとともに、パラスポーツ指

導員の派遣を推進します。 
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・ 各種障がい者スポーツ大会参加への助成を通して、全国大会や九州大

会の経験が豊富な指導者との交流を図り、指導力の向上を図ります。 

 

・ 令和９年に本県で開催する全国障害者スポーツ大会に向けて、全国障

害者スポーツ大会へ視察員を派遣するなど、審判員等の競技役員の養成

に取り組みます。また、大会を支えるボランティアの養成にも取り組み

ます。 

 

(4) 文化芸術活動の振興 

【現状と課題】 

・ 文化芸術活動は、日常生活の生きがいづくりや社会参加のきっかけと

して有効なことから、身近な地域での文化芸術活動に親しむ機会の拡充

と、参加者拡大のための啓発・広報活動を充実させる必要があります。 

 

・ 県立美術館等において、障がい者に配慮した運営をしているほか、文

化芸術活動の普及・定着を推進していくために、芸術・文化祭の開催を

支援しています。 

 

・ 令和４年３月に制定した「宮崎県文化振興条例」及び令和５年６月に

策定した「みやざき文化振興計画」に基づき、障がい者が文化に触れる

機会や障がい者の創作・発表機会の充実などを計画的に推進し、障がい

者の個性と能力の発揮及び社会参加の促進並びに障がい者の文化活動に

ついての県民への普及を図る必要があります。  

 

・ 令和３年に開催された全国障害者芸術・文化祭みやざき大会（以下「芸

文祭」といいます。）のレガシーを生かし、宮崎県障がい者芸術文化支

援センターを始めとする、関係機関が一体となって県内の障がい者の文

化芸術活動の普及を促進する必要があります。 
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【施策の方向性】 

① 文化芸術の鑑賞機会の充実 

・ 県立美術館の旅する美術教室の活用や芸術・文化祭の開催、県及び

市町村等でのイベント等において、字幕や音声案内サービスの提供、

移動手段についての配慮などＩＣＴ（情報通信技術）等も活用しなが

ら、障がい者に配慮した鑑賞機会の充実を図ります。 

 

・ 文化施設において、ユニバーサルデザイン化・バリアフリー化を推

進し、文化施設へのアクセシビリティの向上に取り組みます。 

 

② 文化芸術活動の創作・発表の充実 

・ 障がい者の文化芸術活動への意欲の向上と県民への障がいに対する

理解を深めるために、芸文祭のレガシーを生かし、市町村や障がい者

団体等と連携しながら、障がい者のニーズに応じた文化芸術活動の成

果を発表する機会と展示する場の一層の充実などサポート体制の構築

を図ります。 

 

③ 文化芸術活動を支える環境の整備等 

・ ＳＰコードや点字での広報、ホームページやＳＮＳ、新聞広告等、

様々な媒体を活用しながらイベント広報を行い、障がい者が円滑に文

化芸術活動を行うことができるよう、ボランティアの養成を含め、環

境の整備を推進するとともに、地域、学校や施設関係者等との連携を

図りながら、地域の文化芸術活動との交流を促進します。 

 

・ 「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」等を踏まえ、

公立図書館、学校図書館、県立視覚障害者センター（視覚障害者情報

提供施設）等が連携を図りながら、障がい者の読書環境の整備を促進

するとともに、図書館サービス人材等の育成を図ります。 
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   ４ 福祉用具の普及促進と利用支援等 

【現状と課題】 

・ 障がい者が、自立した日常生活及び社会生活を送ることを促進すると 

ともに、障がい者を介護する人の負担軽減を図るため、補装具の支給及び

日常生活用具の給付等により、福祉用具の普及促進と利用支援を行ってい

ます。 

 

・ 障がい者のより一層の自立と社会参加を促進するため、障がい者個々

のニーズに応じた福祉用具の活用推進及び情報提供を行うことが必要と

なっています。 

 

・ 今後、障がい者の地域生活への移行が進む中、質の高い障害福祉サー

ビスを安定的に提供していくためには、看護・介護従事者の身体負担軽減

の観点から、初任者を対象とする介護学習システムの構築が必要です。 

 

【施策の方向性】 

(1) 福祉用具の普及促進 

・ 福祉用具の相談に従事する職員の技術向上のため、研修会の開催や

情報提供等を積極的に行うとともに、福祉用具に関する情報や制度内

容について、より一層の啓発・広報活動に努めます。 

 

(2) 訪問調査の実施 

・ 補装具費支給において、身体的な制限や環境的な制限のある方に、

医師の指示の下、訪問調査を実施するなど利用者の利便性の向上に資

する取組を行います。 

 

(3) 福祉用具・介護技術に関する研究 

・ 障がい者等の自立行動支援や、良質で安価な福祉用具の供給による

利用者の利便性の向上を図るため、工業技術センターにおける技術相

談・技術指導や、「東九州メディカルバレー構想」での取組も含めた

産学官連携による福祉用具等に関する開発・研究を支援します。 
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 第３節 教育・育成 

 

１ 障がい児支援・育成施策の充実 

(1) 障がい児支援の充実 

【現状と課題】 

・ 障がい児が、その能力や可能性を最大限に伸ばし、豊かな生活が送れ

るよう、地域の教育・保育・療育資源において、障がい児個々のニーズ

に応じた受入れを進めることにより、学びの場や必要な支援の選択の機

会を確保することが必要です。 

 

・ 障がい児が利用する法定サービスについては、平成２４年４月の改正

児童福祉法の施行により、児童発達支援、放課後等デイサービス及び保

育所等訪問支援などのサービスが整備されましたが、地域によってはサ

ービスの提供体制に偏りがあるため、その平準化が求められています。 

 

【施策の方向性】 

・ 既存施設を活用しつつ、地域の療育資源との連携を図りながら、障が

い児が身近な地域で療育が受けられる体制の整備や、在宅サービスの平

準化を図るとともに、研修等を通じたサービス提供従事者の資質向上な

どによるサービスの質の向上を図ります。 

 

・ 障がい児を受け入れる保育所等（保育所、幼稚園、認定こども園等）

のバリアフリー化の促進、保育士等（保育士、保育教諭、幼稚園教諭等）

の確保や専門性向上を図るための研修の実施及び幼稚園への助成等を通

じて、県内全域での障がい児の受入れを促進します。また、子ども・子

育て支援法に基づいて市町村が行う給付や支援業務が適正かつ円滑に行

われるよう、市町村に対する必要な助言及び適切な援助を実施します。 

 

・ 障害児入所施設や児童発達支援センターについて、障がいの重度・重

複化や多様化を踏まえ、その専門的機能の充実と強化を図るとともに、

地域における中核的支援施設と位置付けた上で、地域の事業所等との連

携や障がい児の医療的ケアを含めた多様なニーズに対応する療育機関と

しての役割を担えるよう、職員の研修を行うなど、支援体制の整備を図

ります。 
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・ 障がい児の生活する身近な地域において健康相談等を行う保健所、保

健センター等の保健師を始めとした職員の資質の向上を図るとともに、

地域の保健・医療・福祉事業従事者間の連携を図ります。 

 

・ こどもの意見を聴く機会の確保等が重要であることから、子ども・子

育て支援等の利用を希望する障がい児が希望に沿った利用ができるよ

う、保育所や認定こども園、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラ

ブ）等における障がい児の受入れの体制の整備を図ります。 

 

(2) 児童発達支援事業所等の計画的な設置促進 

【現状と課題】 

・ 小学校就学前の障がい児を対象とした児童発達支援や就学児を対象と

した放課後等デイサービスの事業所は増加傾向にはありますが、地域や

利用施設に偏在がみられることや、各事業所のサービスの質に差異がみ

られることから、県及び各市町村の障がい児福祉計画に基づいた、事業

所の計画的な設置促進、障がい児療育に携わる人材の育成を図る必要が

あります。 

 

・ 障がい児が地域の保育所等において、障がい児以外の児童との集団生

活に適応するための支援を行う必要があります。 

 

【施策の方向性】 

・ 児童福祉法に基づき、児童発達支援事業所等において、障がい児に対

して指導訓練等の支援を行う児童発達支援や放課後等デイサービス、保

育所等訪問支援等を提供するとともに、障害者総合支援法に基づき、障

害福祉サービス事業所等において、ホームヘルプサービス（居宅介護）、

ショートステイ（短期入所）、日中一時支援等を提供し、障がい児が身

近な地域で必要な支援を受けられる体制の充実を図ります。 

 

・ 各事業所等のサービスの質の向上を目指し、実地指導及び研修の開催

を引き続き継続するとともに、障がい児及びその家族の利便性の向上を

図るため、「児童発達支援ガイドライン」及び「放課後等デイサービス

ガイドライン」に基づきサービス内容・提供方法について、助言・指導

を行います。 
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・ 児童発達支援センター、児童発達支援事業所が地域の中心となって、

保育所等訪問支援などを活用しながら、保育所等、児童相談所及び保健

所等との連携を図り、障がい児の地域社会への参加・包容（インクルー

ジョン）を推進する体制を整備します。 

 

(3) 障害児入所施設の今後の在り方 

【現状と課題】 

・ 障害児入所施設は、専門的機能強化を図った上で、地域において、虐

待を受けた障害児等への対応を含め、様々なニーズに対応することが求

められています。また、入所している児童が、１８歳以降、大人にふさ

わしい環境へ円滑に移行できるよう、県や支援に携わる市町村、児童相

談所、相談支援事業所等の関係機関と連携し、移行調整を進めていくこ

とが求められています。 

 

・ 県立こども療育センターは、児童福祉法に基づく障がい児療育の拠点

施設として入所、通所による療育を実施するとともに、医療法に基づく

小児整形外科病院として脳性まひなど比較的長期にわたる治療が必要な

児童に、整形外科、小児科的治療やリハビリテーション、生活指導など

を実施していますが、ショートステイ（短期入所）などの在宅サービス

においては、利用者のニーズに十分対応できておらず、その充実が求め

られています。 

 

【施策の方向性】 

・ 障害児入所施設については、障がいの重度・重複化や多様化を踏まえ、

その専門的機能の強化を図るとともに、地域における中核的支援施設と

位置付け、地域の事業所等との連携や、障がい児の医療的ケアを含めた

多様なニーズに対応する機関としての役割を担うため、必要な体制整備

を図ります。また、入所している１８歳以上の障がい者が、障害者支援

施設等に円滑に移行できるよう、市町村や関係機関と連携しながら、移

行調整の協議の場の設置に努めます。 
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・ 県立こども療育センターにおいては、医療型障害児入所施設としての

入所支援及びショートステイ（短期入所）、小児整形外科病院としての

診療、児童発達支援センターとしての機能充実を図り、さらに、同セン

ターを核とした小児リハビリテーションに係る研修や出張診療などを通

じて、全県的な療育資源間のネットワークを構築します。 

 

(4) 重症心身障がい児（者）、医療的ケア児への対応 

【現状と課題】 

・ 重症心身障がい児（者）、医療的ケア児については、入所可能な施設

が偏在している一方で、在宅志向の高まりを受けて、特にショートステ

イ（短期入所）の充実が求められていますが、依然として各地域で受け

皿が不足している状況にあり、家族の身体的・心理的負担の軽減のため

にも、ショートステイ（短期入所）の提供体制の充実が喫緊の課題とな

っています。 

 

・ 重症心身障がい児（者）、医療的ケア児の支援には医療的ケアが欠か

せないことから、医療型ショートステイ（短期入所）などのサービスを

提供する医療機関等の確保・充実を図る必要があります。特に、県西地

域には、医療型ショートステイ（短期入所）などのサービスを提供する

医療機関等が未設置の状況です。 

 

【施策の方向性】 

・ 重症心身障がい児（者）の入所施設が偏在している現状を踏まえ、未

設置地区での民間法人の主導による施設の整備を引き続き推進するとと

もに、在宅で生活する重症心身障がい児（者）、医療的ケア児のために、

ショートステイ（短期入所）を始めとした在宅サービスの充実や、実地

指導を通じたサービス提供従事者の資質向上などによるサービスの質の

向上を図ります。 

 

・ 医療型ショートステイ（短期入所）サービスの提供体制の確保・充実

のため、医療機関等の空床利用による重症心身障がい児（者）、医療的

ケア児のショートステイ（短期入所）の受入れを促進し、受入れを行う

医療機関等の看護師等への研修を支援します。 
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・ 県立こども療育センターにおいて、県内の重症心身障がい児、医療的

ケア児支援体制の整備を進める上で、唯一の県立医療型障害児入所施設

としての役割を果たせるよう、引き続き支援内容の充実を進めるととも

に、常勤小児科医の確保を始め、センター機能の強化に努めます。 

 

・ 医療的ケア児支援法に基づき、医療的ケアが必要な障がい児等に対し

て、医療的ケア児支援センターが、相談に応じ、情報の提供や助言その

他の支援、関係機関等への情報提供及び研修の実施等を推進するととも

に、更なる周知・啓発を図ります。また、地域において包括的な支援が

受けられるように、保健・医療・福祉・教育等の関係機関との連携促進

に努めます。（再掲） 

 

(5) 発達障がい児（者）への対応 

【現状と課題】 

・ 療育（発達支援）については、医療機関や発達障害者支援センター、

児童発達支援センター及び児童発達支援事業所等がその役割を担ってい

ますが、専門的な支援（コミュニケーション支援やソーシャルスキル支

援など）ができる機関が少ない状況にあります。 

 

・ 発達障がいの専門的診断を行う医療機関や医師が非常に少ない状況に

あり、初診を中心に長期の診察待ちが生じています。 

 

・ 就学や就職をしてから初めて発達障がいと判明した人、発達の状態に

不安や疑問を感じたという人が増えてきていることから、社会生活の様

々な場面における早期発見に向けた仕組みの検討とあわせて、適切な窓

口から早期に支援につなげるための取組が必要です。 

 

・ 発達障がいの基本的な認識は広まってきたところですが、近年の法改

正等を踏まえ、合理的配慮について更なる理解促進を図り、共生社会の

形成に向けた県民意識の醸成を図る必要があります。 
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【施策の方向性】 

・ 発達障害者支援センターは、必要な体制整備に努めるとともに、地域

の関係機関が行う支援の専門性を高める間接支援機能の強化を目指し、

児童発達支援センター、児童発達支援事業所を始めとする幼児期から成

人期の発達障がい者支援に関わる支援機関の職員に対する専門性向上の

ための研修の充実を図ります。また、地域の支援体制の整備に向けて、

地域のニーズや実態等の調査を行い、地域ごとに相談や助言、提案等の

コンサルテーションに取り組みます。 

 

・ 発達障がいを診断する医師の負担軽減及び発達障がいの診断に参入し

やすい環境づくりを目的に、発達障害者支援センター等の心理判定結果

等を医師の診療につなげる等の仕組みづくりを検討します。 

 

・ １８歳以上の発達障がい者や発達障がいの疑いがある方、その保護者

等を対象とした交流会等を実施するなど、大人の発達障がいに対する理

解度、認知度の向上を図ります。 

 

・ 発達障がい者の円滑な社会参加を促進するため、発達障がいの特性へ

の理解や必要な配慮などについて、広く県民や企業等に向けた啓発・広

報活動を推進します。 

 

(6) 難聴児への対応 

【現状と課題】 

・ 難聴児の早期発見・早期療育推進のためには、保健、医療、福祉及び

教育の連携体制の機能強化を図る必要があります。 

 

・ 難聴児とその家族等を中心とした早期支援が、言語・コミュニケーシ

ョン手段の獲得や家族等の不安軽減等につながることから、難聴児とそ

の家族に対し適切な情報と支援を提供する必要があります。 

 

・ 身近な地域での就学前の療育の場が少なく、また地域格差があります。 
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【施策の方向性】 

・ 難聴児の早期発見・早期療育推進のため、新生児聴覚検査・支援体制

に係る協議会を開催するとともに、研修会の実施、普及啓発等により、

推進体制を整備します。 

 

・ 新生児聴覚検査に係る取組の推進のため、保健・医療・福祉・教育等

の関係機関の連携促進に努めるとともに、難聴児とその家族への適切な

情報提供の充実を図ります。 

 

・ 難聴児支援のための中核的機能を有する体制の確保を推進します。 

 

・ 聴覚特別支援学校等の教員の専門性向上に向けた取組の充実を図りま

す。 
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   ２ インクルーシブ教育システム（障がい者を包容する教育制度）の構築 

(1) 教育支援の充実 

【現状と課題】 

・ 小･中学校等の特別支援学級在籍者数及び通級による指導を受けてい

る児童生徒数は増加し続けており、特別支援教育のニーズは様々な面で

高まっています。インクルーシブ教育システムの理念に基づき、個に応

じた指導や支援を行うため、一人一人の教育的ニーズに的確に応え、状

況の変化に柔軟に対応できるよう、連続性のある多様な学びの場の充実

に努める必要があります。 

 

・ 小・中・高等学校の学習指導要領が改訂され、特別支援教育に関する

記述が具体的に明記されています。また、「特別な配慮を必要とする児

童・生徒への指導」の記述が、よりきめ細かになるなど、指導の充実に

ついて求められています。 

 

・ 本県では、全ての市町村において「教育支援委員会」又は同様の機能

を持つ組織（以下「教育支援委員会等」といいます。）が設置され、障

がいのあるこどもの教育相談・支援、就学支援、就学後の支援内容の検

討が行われています。 

 

・ 各市町村においては、近年、教育支援委員会等の調査・審議の対象と

なる児童生徒数が増加しており、特に、発達障がいを始めとする障がい

の多様化に対応できる専門家の確保などが課題となっています。また、

市町村教育委員会における「総合的な判断」や「学校における合理的配

慮の提供」の充実と保護者との「合意形成」の在り方が重要となってい

ます。 

 

・ 近年、学校に在籍する日常的に医療的ケアを受けることが必要不可欠

である児童生徒等（医療的ケア児）は増加するとともに、令和３年６月

に医療的ケア児支援法が成立し（同年９月施行）、医療的ケア児に対し

て教育を行う体制の拡充等を図ることが求められています。このような

中、市町村教育委員会では、学校への看護師等の配置等を含め、医療的

ケア児を安心・安全に受け入れるための体制の整備が急がれるところで

す。 
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・ このような現状から、今後、乳幼児期のできるだけ早い段階でこども

の障がいに気付き、教育、医療、保健、福祉等の関係機関が連携して一

貫した教育支援を行う体制を地域ごとに整備していくことが必要です。 

 

【施策の方向性】 

・ 小学校就学前教育・保育施設に勤務する保育士等の特別支援教育・障

がい児保育に関する専門性を高めるため、実践的な研修を実施したり、

関係機関による研修への支援を行ったりすることで保育士等の研修の充

実を図ります。 

 

・  一人一人の特別な教育的ニーズに的確に応え、状況の変化にも柔軟に

対応できるよう、通級による指導を中心に多様な学びの場の整備・充実

に努めます。また、高等学校等に在籍する特別な教育的ニーズのある全

ての生徒が、通級による指導を受けられる体制を整えます。 

 

・ 市町村教育委員会と連携し、本人・保護者の意見を尊重しつつ、自立

と社会参加を見据えて、本人の教育的ニーズに最も的確に応える指導を

提供できる学びの場の選択がなされるための体制づくりを推進します。 

 

・ 小学校就学前教育・保育施設における障がいのあるこどもの支援体制

づくりや、関係機関が相互の連携を強化するための「相談支援ファイル」

の活用の促進など、地域の早期支援体制の整備・充実を図ります。 

 

・ 小学校就学前教育から高等学校教育までの切れ目ない一貫した指導・

支援を実現するため、「個別の教育支援計画」等を活用した連携を推進

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 45

(2) 学校等の校内支援体制の充実 

【現状と課題】 

・ 小・中・義務教育学校・高等学校等の通常の学級において、個別の教

育支援計画の作成を必要とする児童生徒のうち、実際に個別の教育支援

計画が作成されている児童生徒の割合（令和４年度「特別支援教育体制

整備状況等調査」）は、小学校９２．５％、中学校８９．１％、高等学

校４７．１％となっております。通常の学級に在籍している障がいのあ

る児童生徒一人一人の教育的ニーズを踏まえ、必要な支援を適切につな

ぐため、個別の教育支援計画の作成及び活用を促進する必要があります。 

 

・ 小・中・義務教育学校・高等学校等においては、特別支援教育の対象

となる児童生徒が増加し続けていることから、特別支援教育の充実のた

めに、各学校が組織的に取り組むことが必要です。また、校内における

段階的な校内支援体制の整備が重要であることから、管理職による特別

支援教育の視点を踏まえた学校経営が求められます。 

 

【施策の方向性】 

・ 特別な教育的ニーズのある児童生徒が切れ目のない支援を受けること

ができるようにするため、学校巡回支援やエリア研修等を通じて、「個

別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」の活用促進を図ります。 

 

・ 障がいのあるこどもの能力や特性等に応じた指導・支援を一層推進す

るために、小学校就学前教育・保育施設や小・中・義務教育学校・高等

学校等における校内支援体制の充実強化を図ります。 

 

・ 高等学校入学者選抜検査受検時の中学校と高等学校との連携の体制

や、発達障がいのある生徒等に必要な合理的配慮が提供される校内支援

体制の充実など、高等学校等における特別支援教育体制を推進します。 
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(3) 各地域における一貫した支援体制の充実 

【現状と課題】 

・ 小・中・義務教育学校においては、この１０年で、特別支援学級に在

籍する児童生徒が約２．２倍、通級による指導を受けている児童生徒数

は約２．９倍になっています。それに伴い、特別支援学級や通級指導教

室の設置が増加していることや、県教育研修センターで実施される特別

支援学級の初担当者を対象とした研修の受講者が毎年１００名を超えて

いる状況にあることなど、担当者の確保及び専門性の向上が求められて

います。 

 

・ 令和４年１２月文部科学省調査では、高等学校等において通常の学級

に在籍する特別な教育的支援を必要とする生徒が２.２％在籍している

ことが推定され、高等学校等においても通常の学級に特別な教育的ニー

ズのある生徒が在籍していることを前提に、校内支援体制の充実が求め

られます。 

 

・ 今後も、引き続き小学校就学前教育・保育施設から高等学校まで一貫

した支援を行うとともに、地域の教育、医療、保健、福祉等の関係機関

が、保護者の了解の下に情報を共有しながら、相互に連携した新たな地

域連携体制の充実が求められます。 

 

【施策の方向性】 

・ 小学校就学前から高等学校卒業までの切れ目ない支援ができるエリア

サポート体制の更なる充実を図ります。 

 

・ 特別な教育的ニーズのある幼児児童生徒が切れ目のない支援を受ける

ことができるようにするため、「個別の教育支援計画」及び「個別の指

導計画」の機能充実を図り、活用を促進します。これにより家庭・地域

及び医療や福祉、保健、労働等の関係機関との連携を強化します。 

 

・ 巡回による通級指導を実施するなど、小・中・義務教育学校・高等学

校等の通級による指導を拡充するとともに、どの学校においても通級に

よる指導が受けられるよう体制整備を進めます。 
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(4) 特別支援教育に係る理解啓発の推進 

【現状と課題】 

・ 障がいのある人と障がいのない人が、お互いに人格と個性を尊重し認

め合い、ともに生きる社会の形成に向けた取組として、県民や保護者を

対象に、様々な心身の特性や考え方をもつ全ての人々が相互に理解を深

めようとコミュニケーションをとり、支え合う「心のバリアフリー」を

一層推進することが求められています。また、こどもたちが主体的に障

がいのある方と交流に関する取組を行うことも重要です。 

 

・ これまで、特別支援学校と小・中・高等学校との間、また、特別支援

学級と通常の学級との間で行われてきた「交流及び共同学習」について

は、障がいのあるこどもだけでなく、障がいのないこどもにとっても、

社会を構成する様々な人々と共に助け合い支え合って生きていくことを

学ぶ機会であり、共生社会の形成に向けた重要な取組です。 

 

【施策の方向性】 

・ 小・中・高等学校等と特別支援学校の学校間交流や、高校生が主体と

なって特別支援学校の幼児児童生徒との交流を行う心のバリアフリー活

動、特別支援学校に在籍する児童生徒の居住地校交流や交流籍の実践な

ど交流及び共同学習の充実を図ることにより、多様性や公平・公正、包

摂性のある共生社会の実現に向けた教育を推進します。 

 

(5) 就労支援等の充実 

【現状と課題】 

・ 特別支援学校高等部卒業生の令和４年度の進路状況は、障がいの重度

・重複化が進む中で、「福祉サービスの利用」が最も多く、全体の約６

４％を占めています。一方、「一般企業等への就職」は４３名で、就職

率は２３％となっています。平成２３年度以降は、常に２０％台で推移

していますが、更なる向上を図る必要があります。今後とも、早期から

将来の自立と社会参加に向けた取組を児童生徒の発達や障がいの状態、

特性等に合わせて行い、本人の就職への意欲を高め、保護者の願いに応

えていくことが必要です。 
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・ 知的障がい者は卒業後、余暇の過ごし方に課題を抱える場合がありま

す。充実した余暇活動は、将来の生きがいを見つけたり、社会参加への

積極的な態度を身に付けたりする上で意義があります。現在、特別支援

学校では、陸上や美術などの部活動等を行っていますが、今後、児童生

徒が、卒業後も趣味や特技として継続して行えるような活動を見い出す

とともに、地域と協働しながら生涯にわたって学び続ける場の提供など、

個々の実態に合わせて支援できるような体制づくりが必要です。 

 

・ こどもの多様なニーズに合わせた将来の社会的、職業的自立を目指す

ためには、地域における自立支援体制の整備が必要です。「就労サポー

ト企業・機関」として、これまでも、地域の企業や公共機関の協力をい

ただきながら産業現場等における実習を行っていますが、今後は自立支

援のための地域社会との協働により、自立支援の体制構築に一層取り組

むとともに、マスメディア等を通じて、障がいのあるこどもの自立と社

会参加に向けた啓発活動を更に推進することが必要です。 

 

【施策の方向性】 

・ 自立に向けた基礎的な力を高めるため、早期から計画的なキャリア教

育を充実することにより、将来につながる自立支援を推進します。また、

職業教育の充実を図るため、県内４地区に高等特別支援学校を設置し、

地域に根ざした一般就労の更なる促進を図ります。 

 

・ 日常生活におけるＱＯＬ（生活の質）の向上や新たな才能の開花につ

ながる文化・芸術・スポーツ活動等の取組を推進するとともに、生涯を

通して文化やスポーツに親しみ、自らの人生をより良くしていく態度を

育成する取組を推進します。 

 

・ こどもの将来の社会的・職業的自立に向けて、学校と企業や福祉・労

働機関等との連携による支援の充実を図ります。また、こどもの自立と

社会参加に向けた啓発活動を推進します。 
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   ３ 教育指導の充実 

(1) 小・中・高等学校等の実践的指導力の向上 

【現状と課題】 

・ 小・中・義務教育学校においては、近年、特別支援学級や通級による

指導を受ける児童生徒数が増加するとともに、障がいの重度・重複化も

見られ、例えば、知的障がいと自閉スペクトラム症を併せ有するこども

の場合、認知や理解の難しさに加えて、自閉症特有の意思疎通の難しさ

や、特定のものへのこだわりなどがあります。担当する教職員は、こど

もの教育的ニーズを詳細に分析し、必要な支援を行うなど高い専門性が

求められています。今後は、特別支援学級担任や通級指導担当教員など

の特別支援教育担当者の指導力向上を図るための新たな研修の在り方に

ついて検討する必要があります。また、通常の学級に在籍する発達障が

いのある児童生徒への対応についても、具体的な指導や支援の方法等に

関する教職員の研修ニーズが高まっています。 

 

・ 全ての教職員が特別な教育的ニーズのある幼児児童生徒を指導するこ

とを前提に、特別支援教育に係る専門性を高め適切な指導と必要な支援

を講じることができるよう、一人一人の教員を支える仕組みを構築し、

キャリアに応じた研修を実施することが不可欠となっています。 

 

・ 高等学校においては、発達障がい等の特別な教育的ニーズのある生徒

への対応について、教職員の共通理解を図る取組を行っているところで

あり、今後、更に実際の事例をもとにした指導・支援の方法等に関する

実践的な研修を充実させていく必要があります。また、平成３０年度か

ら制度化された「通級による指導」について、高等学校の拠点校におけ

る校内体制や障がいのある生徒に対する指導に関する取組の充実を図る

とともに、周囲の学校等へ啓発を行い、高等学校における特別支援教育

の推進を図ります。 

 

【施策の方向性】 

・ 幼稚園教諭や保育士、保育教諭、小・中・高等学校等の全ての教職員

が障がい特性や特別支援教育についての理解を深めるため、エリアサポ

ート体制における研修や巡回相談をより一層充実させ、教職員の専門性

の向上を図ります。 
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・ 管理職を含む全ての教職員及び教育行政担当者が身に付けるべき特別

支援教育に係る知識・技能を担当別、能力別に整理し、体系的な研修体

制を構築し、専門的な知識・技能を有する教員の養成を目指します。あ

わせて、特別支援教育に専門的に携わる教職員のキャリアアップを支援

します。 

 

(2) 特別支援教育の視点を生かした学校経営 

【現状と課題】 

・ 近年、特別支援学校では、視覚障がい、聴覚障がい、知的障がい、病

弱、肢体不自由の障がいのほかに、複数の障がいを併せ有する重複障が

いのあるこどもが在籍している状況にあります。その中には、医療的ケ

アを必要とするこどもも含まれており、対象者の数は増加傾向にあり、

一人一人の状態については重症化の傾向にあります。 

 

・ また、重度の知的障がいのある児童生徒と軽度の知的障がいのある児

童生徒がそれぞれ多数在籍する二極化の傾向にあります。このような重

度・重複化への対応や多様な障がいの特性に応じた教育を行うためには、

教員のより高い専門性と実践的な指導力の向上が求められます。 

 

【施策の方向性】 

・ 特別支援学校教職員に求められる、より高度な専門性に対応するため、

医療、福祉等の外部専門家と連携しながら、医学や科学技術の進歩に対

応した指導法や指導技術の習得、研究を推進し、専門的指導力の向上に

努めます。 
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４ 教育環境の整備 

(1) 安全・安心な教育環境の整備 

【現状と課題】 

・ 近年、特別支援学校に在籍するこどもの数は、少子化の中にあっても

増加しており、障がいの状況は重度化、多様化する傾向にあります。こ

れらに対応するため、本県では、障がいのあるこどもが地域の中で暮ら

し、学ぶことができる地域就学を推進するため、平成１６年度から、特

別支援学校の計画的、段階的な整備を進めています。 

 

・ 特別支援学校への通学のためスクールバスを１０校に整備していると

ころであり、今後、全県的にスクールバスの効果的な整備の在り方を検

討していく必要があります。 

 

・ 特別支援学校の中には福祉避難所の協定を締結している学校もあり、

防災だけではなく災害後の対応も求められるようになるなど特別支援学

校の役割も変化してきています。これからは、防災機能の見直しに加え、

災害後の対応の在り方等について地域や地方自治体と連携して進めてい

くことが求められています。 

 

【施策の方向性】 

・ 特別支援学校の課題に対応し、教室不足や狭隘化を解消するために、

全県的、総合的な視点に立ち、計画的、段階的に教育環境を整備します。 

 

・ 障がいのあるこどもが安全で安心な学校生活を送ることができるよ

う、教室不足への対応やスクールバスの整備、医療的ケアの充実など特

別支援学校の課題に対応した教育環境整備に努めます。 

 

・ 特別支援学校において、津波等による災害発生時に対応できるよう、

障がい者の避難所としての機能充実や災害避難受入れ体制を強化するた

めの整備の推進など、防災機能の強化に一層努めます。 
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(2) 特別支援教育の観点に基づく授業づくりや学級集団づくり 

【現状と課題】 

・ 障害者基本法の改正において、障がい者の教育に関しては、教材等の

提供、学校施設の整備等を促進しなければならないとされ、また、障害

者差別解消法においては、行政機関における合理的配慮の提供が義務付

けられました。 

 

・ また、学習指導要領においては、障がい種別の指導や支援の工夫だけ

ではなく、各教科等の学びにおいて考えられる困難さに対する指導の工

夫の意図や手立ての例が示されています。 

 

・ 障がいのあるこどもが主体的、意欲的に学ぶようにするためには、一

人一人のこどもの障がいの状態等に応じた情報保障や教材（補助用具を

含む）の活用等の学習環境の整備が必要です。 

 

・ 障がいのあるなしに関わらず、誰にでも分かり易い表示や資料の図式

化などの授業のユニバーサルデザイン化等、学習環境についても整備を

推進する必要があります。 

 

・ 障がいのある生徒等の高等学校等の入学試験の実施に際して、別室実

施や時間の延長、ＩＣＴの活用など、個別のニーズに応じた合理的配慮

の提供を含めた必要な配慮が求められています。 

 

【施策の方向性】 

・ 障がいの状態、特性等に応じたＩＣＴ機器の活用やユニバーサルデザ

インの視点を取り入れた授業をより一層推進し、主体的・対話的で深い

学びができるよう学習環境を整備します。 

 

・ こどもたちの達成感、自己肯定感を高めるため、一人一人の障がいの

状況に応じた合理的配慮の提供が適切に行われるなど、特別支援教育の

観点に基づく授業づくりや学級集団づくりを推進します。 

 

・ 障がいのある生徒等の高等学校等の入学試験時や入学後の学校生活に

おける個別の教育的ニーズに応じた合理的配慮や必要な支援が受けられ

るよう体制を整備します。 
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 第４節 保健・医療 

 

１ 障がいの原因となる傷病の予防、早期発見、治療の推進 

(1) 母子保健対策の充実 

【現状と課題】 

・ 母子保健対策の中で実施される妊婦健康診査、産婦健康診査、乳幼児

に対する健康診査、児童に対する健康診断などで、障がいや障がいの原

因となる傷病の発生予防や早期発見、治療等のための取組を行っていま

す。 

また、母子保健事業に従事する関係者の資質の向上を図るため、市町

村の保健師等へ研修を行っています。 

 

【施策の方向性】 

・ 今後も妊産婦・乳幼児・児童に対する健診、保健指導・相談の適切な

実施、周産期医療・小児医療体制の充実等を図るとともに、障がいや障

がいの原因となる傷病等の早期発見、治療及び早期療養を図ります。 

 

・ 市町村が実施する母子保健事業の充実のために、研修や関係機関の連

携を図る協議会・連絡会の開催等を通した支援を行います。 

 

(2) 相談・指導体制等の充実 

【現状と課題】 

・ ハイリスクの妊婦や乳幼児について、関係機関が情報交換・検討を行

うために、保健所を中心に４つの周産期医療圏において「地域周産期保

健医療体制づくり連絡会」を開催しています。未熟児等のフォローや地

域の体制づくりを検討・研修する場として、今後も充実を図る必要があ

ります。 

 

・ 発達障害者支援法の施行により、市町村は、発達障がい児が早期発達

支援を受けることができるよう、適切な措置を講じることとなったこと

から、県は市町村の求めに応じ助言、技術支援等を行う必要があります。 

 

・ 障がいの原因となる傷病には、生活習慣病も含まれることから、その

予防等を推進する取組も求められています。 
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【施策の方向性】 

・ 周産期に起因する障がいや障がいの原因となる傷病等の発生を防止す

るため、産婦人科医等の関係者との連携を密に図るとともに、関係者に

対する研修等を行い、資質の向上を目指します。 

 

・ 市町村の妊産婦・乳幼児への相談体制の充実及び乳幼児健診後のフォ

ロー体制の確立を目指し、研修等を通じて広域的技術支援を行います。 

 

・ 障がい者の健康の保持・増進を図るため、福祉サービスと連携した保

健サービスの提供体制の充実を図ります。 

 

・ 障がいに起因して合併しやすい疾患、外傷、感染症等の予防と、これ

らを合併した際の障がい及び合併症に対して適切な医療の確保を図りま

す。 

 

・ 糖尿病等の生活習慣病を予防するとともに合併症の発症や症状の進行

等を予防するため、栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙

及び歯・口腔の健康に関する生活習慣の改善による健康の増進、医療連

携体制の推進、健康診査・保健指導の実施等に取り組みます。 

 

・ 保健所、精神保健福祉センター、児童相談所、市町村等による保健サ

ービス等の提供体制の充実及びこれらの連携を促進します。 
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２ 医療サービスの充実 

(1) 医療提供体制の整備  

【現状と課題】 

・ 少子・高齢化や、慢性疾患の増加による疾病構造の変化、医療技術の

進歩など、医療を取り巻く環境は大きく変化するとともに、障がい者を

含め、県民の医療に対するニーズは、高度化・多様化しています。 

 

・ 関係機関による機能分担等を図りつつ、高度・専門的な医療や、初期

から二次、三次までの救急医療、大規模災害発生時の災害医療など、生

命や健康を支える医療体制の確保が大きな課題となっています。 

 

・ 障がい者アンケート調査結果では、行政に要望する取組として、「所

得保障の充実」に次いで、「保健医療サービスの充実」の回答の割合が

高くなっています。 

 

・ 肢体不自由児等の医療や機能訓練が必要な児童については、県内の小

児の整形外科医療及びリハビリテーションの拠点施設である県立こども

療育センターに、県内各地から通院している状況があります。 

 

・  通院が困難な障がい児者に対する歯科診療及び口腔ケアは、歯科疾患

予防だけではなく発熱や誤嚥性肺炎の予防、摂食・嚥下機能低下の予防

などにもつながることから、在宅歯科診療を推進する体制を整備するこ

とが重要となります。 

 

【施策の方向性】 

・ 障がい者が身近な地域で必要な医療やリハビリテーションを受けられ

るよう、地域医療体制の充実を図ります。特に、高齢化等による障がい

の重度・重複化の予防及びその対応に留意します。また、医療機関にお

ける障がいの特性に応じた合理的配慮の提供の周知・啓発にも取り組み

ます。 

 

・ 適切な医療を提供するため、高度・専門的な医療やへき地医療など、

地域で求められる医療機能の充実強化に向けて、関係機関による機能分

担や連携を進めるとともに、救急、災害医療体制の充実を図ります。 
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・ 県内の重症心身障がい児（者）医療・療育体制の充実を図るため、重

症心身障がい児（者）医療・療育サービス向上の研究や医師・看護師等

の人材育成等を支援します。 

 

・ 障がい者施設や医療機関が実施する口腔ケアの取組を支援します。 

 

・  障がい児者、要介護者などが安心して歯科保健医療サービスを受ける

ことができるよう、宮崎歯科福祉センターと協力歯科医療機関との連携

を強化するとともに、関係者に対する研修を行い、資質の向上を目指し

ます。 

 

・ 県立こども療育センターへの通院に時間を要する地区については、県

立こども療育センターの医師や看護師、訓練士等を派遣する出張診療や

巡回療育相談を実施します。 

 

(2) 医療費公費負担制度の周知 

【現状と課題】 

・ 障がい者の心身の障がいの状態の軽減と医療費の負担の軽減を図るた

め、医療費公費負担制度として、障害者総合支援法に基づく自立支援医

療費（育成医療、更生医療、精神通院医療）等の制度があります。 

 

・ 必要とする人が確実にこの制度を利用できるよう、より一層の周知に

努める必要があります。  

 

【施策の方向性】 

・ 医療費公費負担制度について、障がい者やその家族、医療機関等の関

係機関への一層の周知に努めます。 
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(3) 機能訓練体制の充実 

【現状と課題】 

・ 障がい者の能力を可能な限り回復させ、社会生活や家庭生活を営むこ

とができるよう、機能訓練の充実を図る必要があります。特に、障がい

者が住み慣れた地域での生活を続けるためには、身近な地域で適切なリ

ハビリテーションが受けられる体制を整備する必要があることから、関

係機関のリハビリテーション活動の推進、関係職員の研修、実施機関や

従事者からの相談対応や技術的支援を行っています。 

 

【施策の方向性】 

・ 今後も介護保険制度との連携を図りながら、地域リハビリテーション

関係団体による職員の研修・相談対応・技術的支援等を行い、住み慣れ

た地域で適切なリハビリテーションを受けることができる体制の整備を

促進します。 

 

・ 肢体不自由児が身近な地域で日々のリハビリテーションが受けられる

よう民間病院等の理学療法士や作業療法士等の訓練士に対する研修を継

続して実施します。 

 

・ 骨、関節等の機能や感覚器機能の障がい、高次脳機能障がい等のリハ

ビリテーションによる機能の維持、回復が期待される障がいについては、

適切な評価、病院から地域等への一貫したリハビリテーションの確保を

図ります。 
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３ 精神保健対策の推進 

(1) 精神医療体制の確立 

【現状と課題】 

・ 障がい者アンケート調査結果では、精神障がい者のこれからの暮らし

方として、７割以上の方が「家族と同居」、「一人暮らし」、「グルー

プホームで生活」など地域での生活を希望されています。（再掲） 

 

・ 精神障がい者が地域において安心して暮らしていくためには、地域住

民の理解、必要な医療の提供や、生活面での様々な支援が不可欠であり、

地域における適切な支援体制を整備する必要があります。 

 

・ 入院患者全体の７５．３％（全国平均６３．１％）が６５歳以上と高

齢化しており、精神疾患以外に様々な身体合併症がある人が増えてきて

います。 

 

・ 緊急な医療を必要とする精神障がい者のために、土曜・日曜・祝日・

年末年始において、病院群輪番制による２４時間体制の精神科救急医療

体制の整備、運営を行っています。また、精神疾患以外に様々な身体合

併症を伴う場合が増えており、精神疾患と身体疾患の合併症による困難

事例に対する医療体制を確保する必要があります。 

 

・  児童・思春期精神疾患については、児童精神科専門病棟が、国立病院

機構宮崎東病院において３０床整備され、教育機関との連携や急性期か

ら回復期までの専門的な治療環境の提供が図られています。 

 

・ 不登校、家庭問題、虐待、いじめなどにより引き起こされるこどもの

心の問題の増加に伴い、こどもの心の診療相談体制を充実する必要があ

ります。 

 

・ 精神科病院における人権に配慮した医療の確保については、精神医療

審査会との連携を図りながら、引き続き人権に配慮したより良い医療の

提供が可能となるよう指導を行っていく必要があります。 
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・ 心神喪失者等医療観察法指定医療機関は、心神喪失等により重大な他

害行為を行った者に対する必要な医療提供を行うとともに、保護観察所

等の関係機関との連携が必要です。 

 

【施策の方向性】 

① 退院可能な精神障がい者の退院の促進 

・ 精神障がい者が、地域において適切な医療の提供を受けながら安心

して生活を送れるよう、地域移行を推進する関係団体等のネットワー

クを強化するため、地域交流事業の実施や精神障がい者地域移行支援

協議会の運営、障害福祉サービスに係る相談支援体制の強化等による

支援体制の充実に努めます。 

 

・ 退院に向けた治療や支援、地域の関係機関との連携強化に努め、精

神障がい者の地域移行のための退院支援を促進するため、ピアサポー

ト（当事者による支援）や相談支援事業所等と連携しながら、対象者、

医療従事者への啓発・研修等を行うとともに、地域の受入機関や家族

等関係者への支援体制を強化します。 

 

・ 地域生活に移行した後の生活を支えていくために、グループホーム

等の住まいの場の整備・充実に努めます。 

 

・ 高齢者の地域生活への移行に当たっては、介護保険制度による対応

も考慮し、医療、障害福祉サービス分野等の関係機関と地域包括支援

センター等関係機関の連携促進を図ります。 

 

② 合併症等の専門機能の強化 

・ 精神科病院では、他の医療機関や搬送機関と十分に連携を図りなが

ら、身体疾患を合併する患者に対して救急医療や適切な専門医療の提

供に努めます。 

 

・ 精神科医療に関する全県レベルの中核病院として、県立宮崎病院内

の精神医療センターで、他の精神科病院では対応困難な急性期治療、

難治性疾患治療及び身体合併症治療の効果的・安定的な提供に努めま

す。 
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③ 救急医療体制の整備 

・ 様々な救急ニーズに対応できる精神科救急医療システムの円滑な運

用を図るため、精神科救急情報センターの機能充実を図ります。 

 

・ 身体合併症を有する救急患者については、県立宮崎病院精神医療セ

ンターにおいて２４時間３６５日の医療を提供しており、精神科病院

協会や精神科診療所協会からの協力を得ながら、高度医療を必要とす

る患者への対応の充実を図ります。 

 

④ 児童・思春期精神疾患への対応 

・ 児童・思春期精神疾患の入院治療を行っている児童生徒については、

引き続き、医療・福祉・教育に配慮した緊密な連携体制の充実に努め

ます。 

 

・ 精神保健福祉センターでは、思春期の問題を抱える児童生徒や保護

者、教師等を対象に、「思春期精神保健診療」を実施しており、学校

保健等とも連携し、専門的な早期対応に努めます。 

 

⑤ 人権に配慮した医療の確保 

・ 精神科病院の管理者・職員へ「精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律」（以下「精神保健福祉法」といいます。）の理念の周知に努

めるとともに、精神医療審査会の審査と精神科病院への実地指導との

効果的な連携を図ることにより、人権に配慮した適正な精神科医療の

充実に努めます。 

 

・ 「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等

に関する法律」に基づき、同法対象者に対する指定医療機関による必

要な医療が提供できるよう、保護観察所等の関係機関との連携に努め

ます。 
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(2) 地域精神保健対策の推進 

【現状と課題】 

・ 精神障がいに対する正しい知識と理解を深めることによって、障がい

者が地域でともに安心して生活できるよう、宮崎県精神保健福祉大会を

開催しているほか、広報誌の発行、講演会、家族教室等を開催し、普及

啓発を行っています。 

 

・ 精神障がい者の社会復帰には、家族、地域、職場等の理解が不可欠で

あり、県民全体を対象とした普及啓発だけでなく、精神障がい者の周囲

の人々の理解の促進を図る必要があります。 

 

・ 精神障がい者及びその家族に対し、保健師等による訪問指導及び相談、

また、市町村においては、家族交流会等を行っています。 

 

・ 地域で生活する精神障がい者に対し、より身近な市町村できめ細かな

支援ができるよう専門的、広域的な支援をする必要があります。 

 

【施策の方向性】 

① 正しい知識の普及等 

・ 地域住民がこころの健康に関心を持ち、精神的健康の保持増進を図

るために、地域精神保健福祉連絡協議会等と連携し、こころの健康づ

くりに関する知識の普及啓発に努めるとともに、医療相談や様々な相

談窓口の周知に努めます。 

 

・ 相談支援専門員等の相談支援に携わる人材の確保や障害福祉サービ

スの充実を図り、精神障がい者に対する周囲の人々の理解について、

これまで以上の促進を図ります。 

 

・ 地域精神保健福祉業務を担う保健所に精神障がい者地域移行支援協

議会を設置し、地域における社会資源の把握や体制整備のための調整、

精神障がい者の支援の推進のために必要な研修の実施に努めます。 
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② 市町村事業の充実 

・ 市町村が相談支援事業を実施するに当たり、処遇困難ケース対応へ

の技術支援、人材育成及び相談支援事業者の活用等について助言等を

行い、事業の充実を図ります。 

 

・ 市町村、関係機関、社会福祉施設等に対する研修を行い、人材育成

を図るとともに、連携体制の構築等に努めます。 

 

・ 居宅介護など訪問系サービスの充実や地域相談支援（地域移行支援

・地域定着支援）、自立生活援助の提供体制の整備に努めます。 
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   ４ 難病患者等への施策の推進 

【現状と課題】 

・ 難病患者の医療費の負担軽減を図るため、医療費公費負担制度として、

難病法に基づく特定医療費（指定難病）助成制度があります。 

また、小児慢性特定疾病にかかっている児童等については、児の健全育

成及び患者家族の医療費の負担軽減を図るため、医療費公費負担制度とし

て、小児慢性特定疾病医療費助成制度があります。 

 

・ 難病患者を含む障がいのある人が、身近な地域において、保健・医療

サービス、医学的リハビリテーション等を受けることができるよう、提供

体制の充実を図る必要があります。 

 

・ 難病患者の日常生活の相談・支援を継続し、対象疾病の拡大に対応し

た相談支援体制の充実や難病患者の経済的自立に繋がる就労支援の強化

に取り組む必要があります。 

 

・ 障がい者アンケート調査結果では、難病患者が障害福祉サービスを利

用できることについて、「知らない」の割合が６１．３％となっており、

継続した啓発・広報の取組が必要な状況です。 

 

【施策の方向性】 

・ 難病患者に対し、総合的な相談・支援や地域における受入病院の確保

を図るとともに、在宅療養上の適切な支援を行うことにより、安定した療

養生活の確保と難病患者及びその家族の生活の質の向上を図ります。 

 

・ 難病患者の療養上、日常生活上での悩みや不安等の解消を図るととも

に、難病患者の様々なニーズに対応したきめ細かな相談や支援を通じて地

域における難病患者支援対策を実施するため、難病相談・支援センターを

中心とし、公共職業安定所などの様々な関係者間での連携を推進し、地域

で生活する難病患者の日常生活における相談・支援や地域交流活動の促進

などを行います。 

 

・ 難病患者及び小児慢性特定疾病患者家族の医療費の負担軽減を図るた

め、引き続き医療費助成を行います。 
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・ 難病患者等に対する障害福祉サービス等の提供に当たっては、各市町

村において、難病等の特性（病状の変化や進行、福祉ニーズ等）に配慮し

た円滑な事務が実施されるよう、研修や情報提供を行うとともに、難病患

者（対象疾病のみ）が障害福祉サービス、相談支援等の対象であることに

ついての普及啓発を促進します。 

 

・ 外見からは分からなくても援助が必要な人への思いやりのある行動を

県民全体へ広めていくため、平成３０年度から導入した「ヘルプマーク」

の更なる普及啓発に取り組みます。（再掲） 
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   ５ 福祉・保健・介護・医療の連携 

【現状と課題】 

・ 県の機関である身体障害者相談センター、知的障害者更生相談所、精

神保健福祉センター、保健所等では、それぞれ連携して、保健・医療・福

祉に関する様々な相談に対応しています。 

 

・ 発達障がい、高次脳機能障がい等の専門性の高い相談支援が必要な障

がいについても、関係機関が連携した対応が求められています。 

 

・ 障がい保健福祉圏域における広域的な施策の推進を図るため、高齢者

保健福祉圏域における要援護高齢者に対する福祉・保健・介護・医療の連

携体制を活用しながら、行政機関や施設、病院、関係機関の相互の協力に

よる連携を図っています。 

 

・ 地域における福祉・保健・介護・医療の一体的なサービスを提供する

ため、障がい者を対象とするケアマネジメントの手法の普及を図っていま

す。 

 

・ 障がい者が地域での生活を送る上で、個々の障がい者のニーズに応じ

て、地域の社会資源も活用しながら、総合的かつ継続的に支援を行うケア

マネジメントは極めて重要な役割を果たすことから、ケアマネジメントに

従事するサービス管理責任者、相談支援従事者の質の向上とレベルの平準

化が必要となっています。 

 

【施策の方向性】 

(1) 県レベルでの連携 

・ 県の関係機関の体制整備のほか、機関相互の連携や関係団体との連

携を強化します。 

 

・ 発達障害者支援センター及び高次脳機能障がい支援拠点機関におい

ても、医療・保健・福祉・労働等の関係分野で組織される連絡会議等

を開催し、地域支援ネットワークの強化を通じて相談支援体制の整備

を図ります。 

 

 



 66

 

(2) 障がい保健福祉圏域での連携  

・ 障がい保健福祉圏域ごとに、地域自立支援協議会等を活用して、行

政機関や施設、病院、関係機関等の連携の強化を図ります。 

 

(3) 地域レベルでの連携 

・ 地域自立支援協議会で、相談支援事業者の評価を行い、サービス管

理責任者や相談支援従事者の質の向上とレベルの平準化を図ります。 

 

(4) 他の計画と連携した施策の推進 

・ 福祉・保健・介護・医療が連携した効果的な施策展開を図るため、

「宮崎県医療計画」、「宮崎県高齢者保健福祉計画」、「宮崎県地域

福祉支援計画」、「宮崎県発達障がい者支援計画」と連携した施策の

推進を図るほか、「宮崎県障がい福祉計画」に定める目標達成に向け

た施策の推進を図ります。 
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 第５節 雇用・就業、経済的自立の支援 

 

１ 一般就労支援施策の充実 

【現状と課題】 

・ 障がい者の一般就労については、「障害者雇用促進法」及び「障害者

総合支援法」等に基づき取り組んでいますが、障害者雇用促進法の改正に

より、令和６年４月から民間企業の法定雇用率が２．３％から２．５％へ、

令和８年４月からは２．５％から２．７％へ段階的に引き上げられます。

今後も、関係機関が連携し、障がい者の一般就労に向けた取組を一層強化

するとともに、障がい者が働きやすい職場環境づくりを進めるための普及

啓発などを進めていく必要があります。 

 

・ 障害者雇用促進法に基づく令和４年６月１日現在の障がい者の雇用率

を見ると、障がい者を雇用する義務のある常用労働者４３．５人以上の本

県の民間企業における障がい者の雇用状況は２．５７％となっており、全

国平均の２．２５％や法定雇用率２．３％を上回っています。また、県内

の障がい者法定雇用率を達成している企業の割合は６３．０％であり、全

国平均の４８．３％を上回っています。 

 

・ 県内の公共職業安定所における一般就労を希望する障がい者の登録状

況を見ると、令和５年３月末現在で１２，０３３人であり、うち４，１６

４人が求職活動を行っており、就業中が７，２５０人、職業訓練や病気等

で６１９人が保留となっています。 

 

・ 障がい者アンケート調査結果では、障がい者の就労に必要な環境・条

件整備として、「障がい者を雇用する事業主の理解」の割合（３９．７％）

が最も高く、次に「職場仲間の障がい者への理解」（３１．３％）などが

続いており、今後も障がい者就労に関する普及啓発が必要な状況です。さ

らに、「通院などの休みや勤務時間の変更を認める柔軟な勤務体制」を希

望する人も多くなっています。 
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・ 障害者職業能力開発校への入校促進や障がい者技能競技大会の参加職

種の拡大のほか、障がい者委託訓練や、県立産業技術専門校高鍋校「販売

実務科」における知的障がい者を対象とした訓練の実施など、障がい者の

職業能力の開発に取り組んでおり、今後も、障がい者の態様に応じた多様

な職業訓練を推進する必要があります。 

 

・ 県内の障害福祉サービス事業所等から民間企業等に就労した人数（令

和４年度）は、２３８人となっており、新型コロナウイルス感染症の影響

により令和２年度は１６２人まで落ち込みましたが、平成２９年度の２０

５人と同水準まで回復しています。今後も、障害福祉サービス事業所等に

おけるサービス内容の充実を図り、施設からの就職者数を増やしていく必

要があります。 

 

【施策の方向性】 

(1) 雇用の場の拡大 

・ 毎年９月を「障がい者雇用支援月間」とし、宮崎労働局や高齢・障

害・求職者雇用支援機構と連携して、障がい者雇用優良事業所及び優

秀勤労障がい者の表彰式と月間開始式を開催するとともに、テレビ、

ラジオ、インターネットなどの媒体を活用して、広く県民に対する普

及啓発を実施します。また、障がい者雇用コーディネーターや自立支

援推進員等による事業所訪問時など、あらゆる機会を捉えて普及啓発

を行います。 

 

・ 障がい者雇用に関する理解を深め、雇用促進・職場定着を図るため、

企業の事業主等を対象としたセミナー開催など、普及啓発を引き続き

実施します。 

 

・ 障がい者の就職機会の増大を図るため、公共職業安定所と協力して

就職を希望する障がい者と求人事業所による合同面接会を開催しま

す。 

 

・ 国の「プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン」

の正しい理解による適正な障害者雇用率制度の適用について、関係機

関等と連携の上、官民の関係機関等への周知を実施します。 
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・ 障害者差別解消法及び障害者雇用促進法に基づき、就労場面におけ

る障がい者に対する差別の禁止及び障がい者が職場で働くに当たって

の支障を改善するための合理的配慮の必要性について、地方公共団体

及び企業の事業主等への普及啓発を行い、障がいのある人と障がいの

ない人との均等な機会、待遇の確保を図り、障がい者の有する能力の

有効な発揮を促進します。 

 

(2) 就職相談、職場定着支援の推進 

・ 一般就労を希望する障がい者の就職活動を支援するため、７つの障

がい保健福祉圏域ごとに設置している「障害者就業・生活支援センタ

ー」において、公共職業安定所や宮崎障害者職業センターなどの関係

機関と連携しながら、就業面及び生活面からの一体的な相談支援を実

施するとともに、職場定着支援を行います。 

 

・ 就労移行支援事業所等を利用して一般就労をした障がい者について

は、就労に伴う生活面の課題に対する支援を行う就労定着支援により

職場定着を推進します。 

 

・ 特別支援学校においては、自立支援推進員等を配置し、職場実習及

び就職先の開拓や就職後の職場定着支援を行います。 

 

・ 県立産業技術専門校高鍋校においては、公共職業安定所、宮崎障害

者職業センター及び障害者就業・生活支援センター等で構成する「販

売実務科就労支援等検討会」の開催等を通じて、知的障がい者の就職

に向けた職場実習や就職先の開拓、修了生の就職後の職場定着支援に

取り組みます。 

 

(3) 職業能力開発の充実 

・ 障害者職業能力開発校への入校を促進するとともに、県立産業技術

専門校高鍋校においては、知的障がい者を対象として、職業訓練を実

施します。 
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・ 県障がい者技能競技大会における成績優良者の表彰、全国障がい者

技能競技大会への選手派遣を通じて、障がい者の技能向上を支援しま

す。 

 

・ 障がい者委託訓練における知識・技能習得訓練コース、事業所での

職場実習を中心とした実践能力習得訓練コース及び通所が困難な方を

対象としたｅ－ラーニングコースの実施により、就職を希望する障が

い者の態様に応じた職業能力開発を実施します。 

 

・ 通勤困難な障がい者の一般就労を支援するため、インターネットを

活用した在宅での研修を実施するとともに、その技術を習得した障が

い者を対象として、在宅就労を支援します。 

 

・ 障害者総合支援法に基づく就労系サービス（就労定着支援事業、就

労移行支援事業、就労継続支援事業）の充実を図るため、企業での実

習や施設外就労等を引き続き促進するとともに、関係機関の協力の下、

就労支援に従事する支援員を対象とした支援スキルの向上のための研

修を実施します。 

 

(4) 関係機関との連携強化 

・ 労働・福祉・教育の各分野の行政機関や企業、障がい者就労支援機

関、障害福祉サービス事業所等、学校、障がい者団体等で構成する「宮

崎県障がい者雇用促進協議会」において、障がい者の就労促進のため

の施策等について検討を行い、官民一体となって支援の充実を図りま

す。 

 

・ ７つの障がい保健福祉圏域ごとに設置され、就業・生活指導に関す

る助言を行う、障がい者と企業の総合相談窓口である障害者就業・生

活支援センターを中心とした就労支援ネットワークの構築を推進しま

す。 
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   ２ 一般就労が困難な障がい者への就労支援 

【現状と課題】 

・ 直ちに一般就労することが困難な障がい者に対し、働く機会の提供や

就労訓練等を行う就労継続支援事業（Ａ型・Ｂ型）については、平成３０

年度末時点の１７４事業所から令和４年度末時点では２１０事業所へと

整備が進んでいる状況にあります。 

 

・ 令和３年７月に「宮崎県障がい者工賃向上計画」を改定し、令和４年

度における本県の工賃向上対象施設の平均工賃は２０，４５９円となって

おり、全国平均（国・集計中）円を上回っていますが、事業所間の格差な

どの課題があることから、更なる工賃向上を図るための具体的な方策が必

要です。 

 

【施策の方向性】 

・ 一般就労することが困難な障がい者に対し、就労継続支援事業や地域

生活支援センター等を通して、就労の機会や生産活動の機会の提供を行う

とともに、その内容の充実を図ります。 

 

・ 「宮崎県障がい者工賃向上計画」に基づき、工賃向上支援チームによ

る事業所指導や研修会の開催、イベント等での共同販売などに取り組みま

す。 

 

・ 農業の専門家等の事業所への派遣、マルシェ（市場）の開催、農作業

等の生産活動のマッチング支援、農業現場で農福連携を実践するための具

体的なアドバイスを行う支援人材の育成等により、農福連携を推進し、障

がい者の工賃向上を図ります。 

 

・ 平成２５年４月に施行された障害者優先調達推進法に基づき、県庁内

における障がい者就労施設等からの物品・役務の調達を引き続き推進しま

す。 
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３ 経済的自立の支援 

【現状と課題】 

・ 障がい者の安定した生活の基盤をつくり、地域でともに生活するため

には、障がい者の雇用・就業に関する施策を進めるとともに、本人やその

家族に対する各種手当、医療費助成制度、貸付制度の普及促進を図ってい

くことが重要です。 

 

・ 障がい者アンケート調査結果では、行政に要望する取組として、「所

得保障の充実」、「公共料金の割引」などが多く挙げられていることから、

地域での自立した生活を送るための経済的自立の支援を今後も継続して

いく必要があります。 

 

【施策の方向性】 

・ 障がい者が地域で質の高い自立した生活を営み、自らのライフスタイ

ルを実現することができるよう、障がい者の雇用・就業の促進に関する施

策を一層進めるとともに、手当等の事業を継続的に実施します。また、新

聞や広報紙、テレビ・ラジオ番組、インターネットなどを活用して、各種

施策や事業の周知を図ります。 

 

・ 障がい者の経済的負担を軽減する重度障がい者（児）医療費助成制度

や各種の税制上の優遇措置・減免制度及び生活福祉資金貸付制度等につい

て、県庁ホームページ等を活用し、周知の徹底を図ります。 
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 第６節 情報・コミュニケーション 

 

１ 意思疎通支援の充実 

【現状と課題】 

・ 手話、要約筆記、点字、音訳、触手話など障がいの特性に応じた意思

疎通手段を利用する方が、地域社会で安心して生活していくためには、そ

れぞれの障がいの特性を理解し、それぞれの意思疎通手段の技術を身につ

けた通訳者等の支援者が不可欠であり、増加する意思疎通支援へのニーズ

に対応できるよう、「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション

施策推進法」及び「手話等の普及及び利用促進に関する条例」に基づき、

障がい者の意思疎通支援の充実を図る必要があります。 

 

・ 障害者基本法において手話が言語に含まれることが明記され、また、

全国的に言語としての手話の普及や手話を利用しやすい環境整備、その他

点字、要約筆記など障がいの特性に応じた幅広い情報伝達手段の普及を図

ることを目的とした手話言語条例の制定が進んでいます。 

 

・ 障害者総合支援法が施行されたことに伴い、各種養成事業を中心に意

思疎通支援事業における都道府県と市町村の役割が明確化されました。 

 

・ 視覚障がい者に対しては点訳・朗読奉仕員の養成事業を、聴覚障がい

者に対しては手話通訳者・要約筆記者の養成事業を行っています。また、

盲ろう者に対しては盲ろう者向け通訳・介助員の養成事業を、失語症者に

対しては失語症者向け意思疎通支援者の養成事業を行っています。 

 

・ 点訳・音訳及び手話・要約筆記等は、いずれも障がい者にとって重要

な意思疎通支援の一つですが、地域によって養成講習会等の未実施地域や

参加者の少ない地域があります。 
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【施策の方向性】 

・ 県が定める「手話等の普及及び利用促進に関する条例」に基づき、障

がいのある人もない人も意思疎通を円滑に行うことができる共生社会を

目指し、手話や点字、要約筆記など障がいの特性に応じた幅広い情報伝達

手段の普及や利用促進、県民への普及啓発を行うとともに、市町村と連携

の上、各種施策を講じます。 

 

・ 手話通訳者等の意思疎通支援者の養成講習会等の開催について、県内

全域に周知を図るとともに、意思疎通支援者の少ない地域における人材育

成に努めます。 

 

・ 手話通訳者や要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員の派遣について、

市町村における意思疎通支援者の派遣体制も踏まえながら、必要に応じた

派遣事業の実施に努めます。 

 

・ 失語症者向け意思疎通支援者の派遣について、意思疎通支援者の十分

な確保及び市町村のニーズ把握を進め、必要となる派遣体制の整備に努め

ます。 

 

・ 情報取得・利用や意思疎通支援に関する支援機器の利用の促進とその

周知を図るとともに、機器を必要とする障がい者に対する給付、利用の支

援等を行います。 

 

・ 公共的施設の案内表示等については、知的障がい者等の意思疎通支援

に資するため、誰にでも理解しやすい絵文字（ピクトグラム）の使用を推

進します。 
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   ２ 情報取得・利用のしやすさの推進 

【現状と課題】 

・ 障がい者の自己決定に基づく社会参加に当たり、様々な行事・イベン

トや行政サービス等が掲載された県政情報の取得・利用は、大変重要な役

割を果たしています。 

 

・ 県の広報媒体の作成に当たっては、障がいの特性や障がい者の生活実

態、昨今のＩＣＴの進展への対応等に配慮することが必要です。 

 

・ 日常生活や社会生活に制限を受けやすい障がい者にとって、ホームペ

ージやＳＮＳ、電子メール等を活用した情報取得・利用や情報交換は、社

会参加やコミュニケーションの幅を広げる有効な手段となっています。 

 

・ 障害福祉サービス等を提供する事業所数が増加する中、利用者が個々

のニーズに応じて良質なサービスを選択できるようにするとともに、事業

者によるサービスの質の向上が重要な課題となっています。 

 

・ 障がい者がホームページ等を利用する上で、障がいの特性及び障がい

者の生活実態等により多くの社会的障壁があることから、障がい者が情報

を利用しやすい環境の整備などの合理的配慮が求められています。 

 

【施策の方向性】 

(1) 障がい者等に配慮した県の広報媒体の作成  

・ 「県広報みやざき」及び「みやざき県議会の動き」（広報紙）の点

字版や音声版（ＣＤ）の配布などにより、視覚障がい者に対し、引き

続き、県の施策や行事などの県政情報を定期的に提供します。 

 

・ 県政テレビ番組の聴覚障がい者への配慮に当たっては、平成２３年

度から全編字幕を挿入しているところですが、今後も、更なる充実と

ともに分かりやすい番組づくりに取り組みます。 

 

・ 県ホームページに掲載する県政情報の充実に努めるとともに、最新

のウェブアクセシビリティ規格を踏まえ、障がいの有無や利用環境に

関係なく、誰もが情報や機能を支障なく利用でき、かつ分かりやすい

ホームページづくりに努めます。 
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・ 知事定例記者会見の動画配信において、手話通訳の実施や字幕の挿

入などにより、聴覚障がい者を含む多くの人が情報を取得できる環境

整備に取り組みます。 

 

(2) 障がい者に配慮した広報媒体作成の普及啓発 

・ 障がい者を含む全ての人の情報の取得・利用のしやすさに配慮した

行政情報の電子的提供の充実に取り組みます。 

 

・ ホームページ等の情報取得・利用のしやすさについては、ホームペ

ージ作成事業者、各行政機関、公共施設等に周知・徹底するなど、障

がい者に配慮したホームページ等の広報媒体作成の普及啓発に努めま

す。 

 

・ 宮崎県ユニバーサルデザイン推進指針に基づき、複数の手段による

わかりやすい情報の提供など、障がい者や高齢者に配慮した取組に努

めます。 

 

(3) 障害福祉サービス事業所等の情報公表  

・ 障害福祉サービス事業所等に対して、基本情報（所在地、従業員数、

営業時間、事業内容等）及び運営情報（関係機関との連携、苦情対応

の状況、安全管理等の取組等）などの報告を求め、報告された内容を

インターネット等で公表する取組を行うことにより、利用者が個々の

ニーズに応じて良質なサービスを選択できる環境整備に取り組みま

す。 

 

(4) 障がい者へのＩＣＴ利用促進  

・ 障がい者がＩＣＴを使用する際に必要となる周辺機器、ソフト、点

字ディスプレイ等の給付制度の周知を通じ、障がい者のＩＣＴ利用を

促進するとともに、ＩＣＴの操作等を学ぶことのできる機会の創出や、

障がい者のＩＣＴ機器の利活用等を支援する人材の育成に努めます。 
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３ 情報提供の充実  

【現状と課題】 

・ 点字を未習得の中途失明者及び手話を未習得の中途失聴者など、意思

疎通支援が困難な方への対応の充実が求められています。 

 

・ 障がい者が安心して外出できるように、県内施設のバリアフリー情報

を掲載したホームページ「みやざきアクセシビリティ情報マップ」を、広

く県民に公開しています。 

今後、県民の方々に広く利用していただくために、新たな施設の情報な

ど、様々なバリアフリー情報を掲載し、情報の充実に努める必要がありま

す。 

 

・ 障がい者の社会参加を促進する、観光地に関する情報の提供に当たっ

ても、障がい者に配慮することが重要です。 

 

【施策の方向性】 

(1) 視覚障がい者に対する情報提供 

・ 県立視覚障害者センターにおいて、利用者の意向を踏まえ、情報の

提供の支援をする点訳・音訳ボランティアの活用を推進するとともに、

中途失明者への対応として、録音図書の製作・貸出しなどの音訳情報

の提供を引き続き実施します。 

 

・ カセットテープに録音された図書のデジタル化（デイジー等）にも

順次対応していきます。 

 

(2) 聴覚障がい者に対する情報提供 

・ 県立聴覚障害者センターにおいて、啓発事業の企画運営や聴覚障が

い者等に対する手話講習、相談等の充実を図るとともに、中途失聴者

を含めた対応として、字幕（手話）付き映像ライブラリーの制作・貸

出しや自主番組制作及び相談などの取組の充実を図ります。 

 

(3) バリアフリー施設等の情報の提供 

・ 「みやざきアクセシビリティ情報マップ」ホームページについては、

情報取得のしやすさの向上及びバリアフリー情報の追加・更新など、

更なる内容等の充実を図ります。 
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 第７節 生活・環境 

 

１ 人にやさしい福祉のまちづくり 

(1) 思いやりのある心づくり 

【現状と課題】 

・ 本県では、「人にやさしい福祉のまちづくり条例」に基づき、全ての

人々が一人の人間として尊重され、住み慣れた地域で安心して快適に生

活を営むとともに、自らの意思で行動し、参加することができる社会を

実現するために、「思いやりのある心づくり」や「バリアフリーの施設

づくり」を施策の柱に、各種事業に取り組んでいます。 

 

・ 障がい者アンケート調査結果では、「これまでに障がいがあることで

不当な扱いを受けたり、いやな思いをしたこと」の有無についての質問

では、「ある」との回答が２０．５％（前回調査：平成３０年度３３．

４％）となっています。また、県民の障がい者への理解と認識について

の質問では、「以前よりは深まったがまだ不十分」及び「深まっていな

い」との回答が、３７．８％（前回調査：平成３０年度５４．３％）と

なっており、障がい者への差別の解消や県民の理解の促進を着実に進め

ています。 

 

・ 平成２４年２月には、障がい者等用駐車場利用証制度、いわゆる「お

もいやり駐車場制度」を創設し、全国の同制度導入府県・市と相互利用

協定を締結しています。 

 

・ 障がい者アンケート調査結果では、「おもいやり駐車場制度」の利用

のしやすさとして、「利用しやすい」との回答が３４．７％で最も高い

一方で、「マナー違反が増えた」との回答が１５．５％となっています。 

 

【施策の方向性】 

・ 人にやさしい福祉のまちづくり条例及び宮崎県人権尊重の社会づくり

条例に基づき、障がい者が基本的人権を享有するかけがえのない個人と

して、身近な地域でともに生活できるよう、障がいを理由とする差別

の解消を含めた県民の理解、認識及び関心を深め、誰もが障がい者等に

自然に手助けすることのできる「思いやりのある心づくり」を一層推進

します。 
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・ 「人にやさしい福祉のまちづくり」に関する功労者・団体を表彰する

ことなどを通じて、県民と協働しながら一部地域の活動が県民レベルで

の活動へと拡大するよう、人にやさしい福祉のまちづくりを推進します。 

 

・ 障がい者が利用する障がい者等用駐車場、視覚障がい者誘導用ブロッ

ク、身体障がい者補助犬等に対する理解を促進するとともに、その円滑

な利活用に必要となる合理的配慮等について周知を図ります。 

 

・ 「おもいやり駐車場制度」について、県民・事業者等に引き続き普及

啓発を行うとともに、障がい者等用駐車場の不適正利用の防止を目指し

て、特に自動車を運転する県民への啓発のため、県の広報媒体の活用や

イベントでの周知など継続して実施します。 

 

・ 宮崎県ユニバーサルデザイン推進指針に基づき、こどもたちが障がい

者等とふれ合える場づくりを推進するとともに、世界中から訪れる様々

な人々の受入れ（おもてなし）環境の整備に当たっては、ユニバーサル

デザインの考え方を取り入れ、その普及啓発を図ります。 

 

(2) バリアフリーの施設づくり 

【現状と課題】 

・ 「人にやさしい福祉のまちづくり条例」に基づく施設整備については、

平成１９年４月に新築等に係る届出義務の対象施設を拡充し、平成２４

年１月には「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」

（以下「バリアフリー法」といいます。）にあわせて、特定公共的施設

の整備基準への適合を義務付けるとともに、適合証交付数の増加のため

に交付に係る手続を簡略化しています。 

 

・ 障がい者アンケート調査結果では、外出の際に困っていることとして、

「道路に段差が多い」、「建物内の出入口や通路に段差がある」、「身

体障がい者用トイレがない（少ない）」との回答も多く、障がい当事者

等の意見を踏まえた「バリアフリーの施設づくり」が引き続き求められ

ています。 
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・ 障害者差別解消法が制定されたことに伴い、施設整備においても障が

い者が円滑に公共的施設等を利用できるよう合理的配慮が求められてい

ます。 

 

・ 道路等については、移動時の身体の負担を軽減するとともに、移動の

利便性や安全性の向上を図り、障がい者等が自立した日常生活や社会生

活を送れる環境を整備することが急務となっています。 

 

・ 主要な旅客施設を中心とした地域の道路等のバリアフリー整備は、一

定の水準に達してきましたが、それ以外の地域において、整備の必要な

箇所が数多く残されています。 

 

・ 公園等については、段差の解消や障がい者に配慮したトイレ、駐車ス

ペースを設置するなど、障がい者など様々な人が安心して利用でき、か

つ、その活動範囲を拡大するために、バリアフリー化をより一層推進し

ていく必要があります。 

 

・ 公共交通機関の旅客施設や車両等については、駅へのエレベーターの

設置やノンステップバスの導入など、交通事業者によるバリアフリー化

の取組が行われていますが、障がい者の社会参加の進展を踏まえ、バリ

アフリー化をより一層推進していく必要があります。 

 

・ 住宅は生活の重要な基盤であり、障がい者を含む全ての人々が、生涯

を通じて安全で快適に生活できることが必要です。そのためには、良質

な住宅の整備を図るとともに、障がいの特性及び障がい者の生活実態等

に応じ、日常生活に適した規模・設備を有する住宅を確保する必要があ

ります。  

 

・ 障がい者アンケート調査結果では、行政に要望する取組として、「住

宅改造に対する助成制度の充実」を選択している割合は、身体障がい者

のうち１３．９％、難病患者のうち１１．８％、重症心身障がい児（者）

のうち４．４％となっています。 
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【施策の方向性】 

① 公共的施設の整備等 

・ 人にやさしい福祉のまちづくり条例及びバリアフリー法の普及啓発

を進めるとともに、引き続き条例の基準に適合する施設等の整備促進

を図ります。 

 

・ 障害者差別解消法が求める必要な環境整備を実現するため、バリア

フリー法の令和２年５月の改正（以下「改正バリアフリー法」といい

ます。）も踏まえた上で、公共的施設を有する民間事業者等に改正バ

リアフリー法の普及啓発を行うとともに、窓口業務を行う県有施設に

ついて、バリアフリーの施設整備をより一層推進します。 

さらに、「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」

の設計者等への周知を通じ、店舗（小規模店舗を含む）やホテル、共同

住宅等の建築物のバリアフリー化を促進します。 

 

・ 「おもいやり駐車場制度」について、更に普及啓発を行うとともに、

協力施設・協力区画の増加を目指して、公共的施設の管理者等に継続

的に働きかけを行います。 

 

・ 公共的施設の案内表示等については、知的障がい者等の意思疎通支

援に資するため、誰にでも理解しやすい絵文字（ピクトグラム）の使

用を推進します。（再掲） 

 

② 道路等の整備 

・ 障がい者を含め、利用者の多い道路においては、安全に、安心して

移動できる歩行空間を確保するため、道路の新設や拡幅等の際には、

車いす等が容易にすれ違うことができる歩道を整備するとともに、横

断部、切り下げ部の緩勾配化や視覚障がい者にも配慮した適切な段差、

視覚障がい者誘導用ブロックの設置など、移動等円滑化基準に適合し

た歩道の整備を推進します。 

 

・ 踏切道における「表面に凹凸のついた誘導表示等」の設置の在り方

等について検討します。 
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・ 特定道路や障がい者等の利用がある踏切道において、路面の平滑化、

視覚障がい者誘導用ブロックの整備等を検討します。また、全方位型

警報装置、非常押ボタンの整備、障害物検知装置の高規格化を推進し

ます。 

 

・ 改正バリアフリー法に基づき市町村が定める重点整備地区内の旅客

施設周辺等の主要な生活関連経路において、公共交通機関等のバリア

フリー化と連携しつつ、幅の広い歩道の整備や歩道の段差・傾斜・勾

配の改善、無電柱化、視覚障がい者誘導用ブロックの整備等を推進し

ます。また、重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する道路に

おいて、音響により信号表示の状況を知らせる音響式信号機、歩行者

等と車両が通行する時間を分離する歩車分離式信号、歩行者青時間の

延長を行うＰＩＣＳ（歩行者等支援情報通信システム）等のバリアフ

リー対応型信号機、見やすく分かりやすい道路標識等の整備を推進し

ます。 

 

・ 障がい者が安全に安心して自動車を運転できるよう、信号灯器のＬ

ＥＤ化、道路標識の高輝度化を推進します。 

 

・ 全ての人が安全に安心して道路を通行できるよう、生活道路等にお

いて、警察と道路管理者が緊密に連携し、最高速度３０km/h の区域規

制と物理的デバイスとの適切な組合せにより交通安全の向上を図ろう

とする区域を「ゾーン３０プラス」として設定し、人優先の安全・安

心な通行空間の整備の更なる推進を図るとともに、速度抑制や通過車

両の抑制対策を推進します。 

 

・ 信号機の視覚障がい者用付加装置等の設置場所について、関係機関

や団体から意見を聴取するなどして、必要性の高い場所への整備に取

り組みます。 

 

・ 歩行に困難がある方などに交付している、駐車禁止除外指定車標章

について適正利用の普及啓発を図ります。 

 

 

 

 



 83

③ 公園等の整備 

・ 障がい者の活動範囲を広げ、社会参加を促進するため、県が設置す

る都市公園や県が管理する自然公園施設において、出入口や園路の段

差解消、障がい者や高齢者等が安全に利用できるトイレの設置など、

バリアフリー化をより一層推進します。 

 

・ 市町村が設置する都市公園の整備に当たっては、段差解消や障がい

者用トイレの設置等を進めるバリアフリー支援補助事業の活用促進に

努めます。 

 

④ 移動しやすい環境の整備 

・ 障がい者や高齢者が移動しやすい環境を整備するため、交通事業者

や市町村と連携して、駅の段差解消やノンステップバスの導入などの

バリアフリー化を推進するとともに、公共交通機関の乗り継ぎの円滑

化を図ります。 

 

⑤ 障がい者に配慮した住環境の整備  

・ 県営住宅においては、室内の段差解消や浴室・トイレへの手摺設置

などのバリアフリー化を推進するとともに、入居者選考時における障

がい者への抽選倍率の優遇措置を行います。 

 

・ 住宅セーフティネット法（住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供

給の促進に関する法律）に基づき、賃貸人、障がい者双方に対する情

報提供や相談体制の構築を行うとともに、セーフティネット住宅（住

宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅）の活用等により、民間賃貸住宅へ

の円滑な入居を促進します。 

 

・ 障がい者の日常生活上の便宜を図るため、日常生活用具の給付又は

貸与及び用具の設置に必要な住宅改修に対する支援を行います。 

 

・ 県及び市町村の住宅リフォーム相談窓口における既存住宅のバリア

フリー化に関する相談支援の実施及びホームページ「みやざき住まい

の安心情報バンク（愛称ゆとりネット）」による情報提供をより一層

推進します。 
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２ 宿泊施設等のアクセシビリティ向上 

【現状と課題】 

・ 令和９年に本県で開催する全国障害者スポーツ大会により、多くの障

がいのある方の来県が見込まれるため、障がいの有無に関わらず、全ての

人が利用しやすい施設やサービスの提供が求められます。 

 

【施策の方向性】 

(1) アクセシビリティへの理解向上 

・ アクセシビリティへの理解向上のため、宿泊施設等へのおもてなし

や配慮の方法についての普及啓発の取組を実施します。 

 

(2) ハード、ソフト両面のアクセシビリティの推進 

・ 障がいの有無に関わらず、利用しやすい施設等のハード面における

環境整備に加え、交流、協働の取組による「心のバリアフリー」を始

め、ソフト面におけるアクセシビリティの向上に資する取組を実施し

ます。 
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３ 防災・防犯対策等の充実  

(1) 防災対策 

【現状と課題】 

・ 平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災においては、多くの障

がい者が被災し、防災対策における障がい者や高齢者、乳幼児等の「要

配慮者」に対する措置の重要性が一層高まったところです。 

 

・ また、自ら避難することが難しく、避難するための特段の支援を要す

る「避難行動要支援者」の避難等を円滑に行うためには、それぞれの障

がいの特性に配慮した避難支援が必要であり、個別避難計画等の策定な

どその支援体制を更に具体化することが求められます。 

 

・ 障がい者アンケート調査結果では、防災対策への不安として、「冷暖

房やトイレなど避難所の生活環境」の割合（３４．２％）が最も高く、

次に「食料や生活用品の備え」（３３．２％）、「避難場所・避難所に

行くまでの道筋や方法」（３２．５％）が続いています。 

 

・ 障がいのある避難行動要支援者の避難支援を円滑に行うためには、支

援者となる地域住民、自主防災組織等を牽引するような人材が必要であ

り、本県においては、防災士の養成に取り組んでいますが、避難行動要

支援者に対する支援のための対応力の更なる強化が必要です。 

 

・ 近年、自然災害や犯罪被害、事故等において「心のケア」の必要性が

強く認識されています。障がい者に限らず、被災者は、避難所での生活

や日常生活の困難、後片づけや今後の生活の心配のために、心身ともに

疲れやすいことから、被災者に対する精神保健対策が必要です。 

 

【施策の方向性】 

① 障がいのある避難行動要支援者等に係る支援対策の充実 

・ 障がいのある避難行動要支援者の避難等を円滑に行うため、市町村

による避難行動要支援者名簿情報の避難支援等関係者への事前提供を

進めるとともに、障がいの特性に配慮した避難情報の伝達方法や避難

行動の支援者などを個々に決めておくことが重要であることから、そ

の取組を促進します。 
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・ 「障がい者・高齢者のための防災マニュアル」の活用等により、障

がい者やその支援者、個別避難計画を策定する市町村等に対して、災

害に備えた事前の準備や実際に災害が起こった場合の対応等について

の啓発に向けた取組を実施します。 

 

・ 市町村や県防災士ネットワークとの連携・協力の下、障がいのある

避難行動要支援者に対応した地域防災力の強化や障がい者施設職員等

を対象にした防災士の養成を推進します。 

 

・ 避難所、応急仮設住宅のバリアフリー化を推進するとともに、福祉

避難所等において、障がい者が、必要な物資を含め、障がい特性に応

じた支援と合理的配慮を受けることができるよう、市町村における必

要な体制の整備を支援します。 

 

・ 防災関係部局と福祉関係部局の連携の下での、地区防災計画等の作

成、自主防災組織や障がい者、福祉関係者等の多様な主体が参加する

防災訓練等の取組を促進し、災害に強い地域づくりを推進します。 

 

・ 災害発生後にも継続して福祉・医療サービスを提供することができ

るよう、障害者支援施設・医療機関等における災害対策を推進すると

ともに、地域内外の他の社会福祉施設・医療機関等との広域的なネッ

トワークの形成に取り組みます。 

 

・ 障害福祉サービス事業所等に対し、障がいの特性に応じた避難の確

保、県・市町村が実施する防災対策への協力を要請します。 

 

・ 障がい者が避難誘導や避難生活の場面において、障がいの特性や障

がい者の生活実態等に応じた支援が必要なことについて、地域住民へ

の理解・啓発に努めます。 

 

・ 人工呼吸器使用患者等が使用する人工呼吸器が長期停電時においても

稼働できるよう、市町村と連携し、簡易自家発電装置の助成等に取り組

み、災害時においても患者の生命を維持できる体制の整備を図ります。 
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② 障がい者の円滑な通報を可能とする環境の整備促進 

・ 火災や救急事案の発生時に聴覚・言語機能障がい者がいつでもどこ

からでも円滑な緊急通報を行えるよう、県内の消防局・消防本部にお

けるスマートフォン等を活用した音声によらない緊急通報システム

（Ｎｅｔ１１９緊急通報システム）の導入について、関係市等と連携

の上、早期導入に向けた取組への働きかけを行います。 

 

③ 被災者に対する精神保健対策 

・ 精神保健福祉センターにおいて、医師、保健師、看護師等の医療職

に対して、精神保健上の専門的な対応技術及び相談支援技術の習得・

向上等を目的とした研修を実施し、人材育成を図ります。 

 

(2) 防犯対策 

【現状と課題】 

・ 現下の犯罪情勢は、官民一体となった犯罪抑止対策を推進した結果、

刑法犯の認知件数が１０年前と比較して半数以下になるなど、治安は改

善しつつあります。 

しかしその一方で、こどもや女性が被害者となる事件や高齢者を狙っ

た特殊詐欺の被害が後を絶たない状況にあり、治安に対する県民の不安

を払拭するには至っていません。 

このような情勢の下、犯罪の発生を引き続き抑止し、安全安心を実感

できる社会を実現していくためには、地域住民や事業者、防犯ボランテ

ィア団体等の自主防犯活動を促進することにより、犯罪予防機能の強化

を図るなど、社会を挙げて安心感を醸成していく取組を定着させること

が必要であり、特に、障がい者が被害に遭わないためには、関係機関相

互の連携と発生状況や防犯対策等をタイムリーに提供するネットワーク

の活用、整備が必要不可欠です。 
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【施策の方向性】 

・ 障がい者が犯罪被害に遭うことなく、安全で安心して暮らすことので

きる社会を実現するため、関係機関･団体等との既存の防犯ネットワーク

を活用するとともに、新たな防犯ネットワークを整備し、これを通じて

きめ細かな地域安全情報の提供に努めます。 

また、自治体、警察、関係機関･団体等が連携した防犯教室や防犯訓練、

ＮＰＯ・ボランティア団体等による自主防犯パトロール活動の促進を図

ります｡ 

 

・ 聴覚障がい者等の音声による１１０番通報が困難な方が、スマートフ

ォン等を利用して、文字等で警察に通報できる「１１０番アプリシステ

ム」や「ＦＡＸ１１０番」、電話リレーサービスを利用した手話による

１１０番通報を受け付けるなど、障がい者からの緊急通報に対して迅速

・的確な対応を図ります。 

 

(3) 消費者トラブルの防止及び解決支援 

【現状と課題】 

・ 県では、消費者と事業者の間で生じた消費者トラブル等様々な消費生

活相談に対し、助言やあっせんを行うことにより解決の支援を図ってい

ます。県消費生活センターへ寄せられる相談内容は、サービスの多様化、

情報通信社会・高齢化の進展等により、年々複雑・多様化しています。 

 

・ 消費者の自立支援のため、出前講座やセミナー等消費者に学習の機会

を提供し、商品・サービス等についての基本的な知識の習得や問題意識

の高揚を図っています。 

 

・ 障がい者を含め、消費者は、商品情報や契約の知識、交渉力において、

事業者と比べて力の差があり、そうした消費者の弱みにつけ込んだトラ

ブルもみられることから、今後も相談に対する適切かつ迅速な対応とと

もに、啓発の充実・強化を図る必要があります。 
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【施策の方向性】 

・ 県消費生活センターの相談体制の充実及び市町村相談窓口への支援等

により県全体での消費者被害の未然防止と解決支援を図っていきます。

特に、犯罪的な被害も見られることから、警察等関係機関と連携し、障

がい者を含め消費者の安全で安心な消費生活の確保を図ります。 

 

・ 県民を対象とした出前講座やセミナーの開催等により、引き続き消費

者への啓発に努めることとし、障がい者を支援する民生委員やホームヘ

ルパー等への啓発にも取り組みます。 

 

・ 相談、啓発に当たっては、障がい者団体やその他福祉関係団体等とも

十分連携し、障がい者への適切な相談対応や情報提供等に努めます。 
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 第８節 福祉を支える人づくり 

 

１ 専門職種の養成・確保 

【現状と課題】 

・ 障がい者が身近な地域でともに生活するためには、障がいの多様化、

障がいの重度・重複化の進行も踏まえ、障がいの特性及び障がい者の生活

実態等に応じたきめ細かな支援が必要となっており、多様なニーズに適切

に対応できる質の高い福祉・保健・介護・医療従事者等の養成と確保が課

題となってきています。 

 

・ 高齢化の進展に伴い、急性期から回復期、維持期までの多様なリハビ

リテーションニーズが高まってきており、それに対応できる資質の高い理

学療法士・作業療法士等の養成・確保が必要となっています。 

 

・ 重症心身障がい者等が地域社会でともに生きるためには、訪問看護等

の在宅におけるサービスの充実が求められています。 

 

・ 県内には看護師養成所は１５校、准看護師養成所は４校あります。四

年制大学は２校あり、助産師（別科）、保健師（選択）の養成も行ってい

ます。また、大学院２校でも保健師、助産師の養成を行っています。 

 

・ 高度化する医療技術や多様化する看護ニーズに対応できるよう、今後

とも看護師・准看護師・保健師・助産師の確保と資質向上に取り組む必要

があります。 

 

【施策の方向性】 

(1) 障がい福祉事業等に従事する職員等の養成・確保 

・ 障がいの特性及び障がい者の生活実態等に応じたサービスを提供で

きる体制を整えるため、ホームヘルパー、点訳奉仕員、朗読奉仕員、

手話通訳者、手話奉仕員、要約筆記者、社会福祉士、介護福祉士等の

人材養成に努め、必要となる人材の確保を図るとともに、資質向上に

努めます。 
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・ 障がい者の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けケアマネ

ジメントによりきめ細かな支援を行うため、相談支援専門員、主任相

談支援専門員、サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者の人

材の育成を図ります。 

 

・ 自傷・他害などの不適応行動が多く見られる強度行動障がいを有す

る人への支援方法に関する研修の実施や、喀痰吸引等に従事する介護

職員等の研修を通じて、障がい特性に配慮した適切な支援を提供でき

る施設職員等の育成を図ります。 

 

・ 障がい者が公共的施設等を気軽に利用できるように、各施設に対し、

手話を始めとした意思疎通支援など、各種研修の積極的な受講の呼び

かけを行います。 

 

(2) 理学療法士、作業療法士等の専門職員の確保 

・ リハビリテーション体制の整備充実のため、理学療法士、作業療法

士、視能訓練士、義肢装具士、言語聴覚士、公認心理師等の医学的リ

ハビリテーション等に従事する者の確保及び資質の向上について、大

学等の養成機関や関係団体との連携強化を図ります。 

 

・ 肢体不自由児が身近な地域で日々のリハビリテーションが受けられ

るよう民間病院等の理学療法士や作業療法士等の訓練士に対する研修

を継続して実施します。（再掲） 

 

(3) 看護職員の養成・確保 

・ 看護師・准看護師等の養成と確保に努めるとともに、訪問看護に特

化した研修を実施し、様々な場面や対象者に対応できる看護職員の資

質向上を図ります。 

 

・ 宮崎県ナースセンターにおいて求人・求職相談を実施し、公共職業

安定所（ハローワーク）等の関係機関と連携して、未就労の看護師・

准看護師等の再就職促進を図ります。 
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２ ＮＰＯ・ボランティア活動の推進 

    【現状と課題】 

・ 障がい者を取り巻く複雑・多様化する地域課題に対し、ＮＰＯ・ボラ

ンティア等が様々な分野で地域に密着したサービスや活動を展開してお

り、障がい者の日常生活や社会活動への参加において大きな役割を果たし

ています。 

 

・ 障がい者アンケート調査結果では、生活で困っていることとして、「将

来の生活に不安がある」の割合（３２．９％）が最も高く、次に「外出（買

い物、通院など）」（３２．１％）、「家事（料理、掃除、洗濯など）」

（２４．４％）となっており、これらの不安や困りごとに対応できるＮＰ

Ｏ・ボランティア等を育成・支援する必要があります。また、そうした障

がい者への生活支援活動が広がることにより、障がいに対する理解が深ま

り、障がいを理由とする差別の解消につながることも期待できます。 

 

・ 県内で認証されているＮＰＯ法人数は、令和５年３月３１日現在、４

３８法人となっており、そのうちの３１４法人(７１．７％）が保健・医

療又は福祉の増進を図る活動を活動分野としています。 

 

・ 各市町村のボランティアセンターに登録されているボランティア団体

数は、令和５年６月１日現在、１，８１５団体となっており、そのうちの

１５７団体（８．７％）が障がい者福祉を活動分野としています。 

 

・ 近年、全国各地において大規模災害が発生しており、被災者支援にお

いて多くのＮＰＯ・ボランティア等が活躍しています。災害時はもとより

平時から、ＮＰＯ・ボランティア活動への参加のきっかけづくりや環境づ

くりを行うことによって、県民のＮＰＯ・ボランティア活動への参加促進

を図る必要があります。 

 

【施策の方向性】 

・ 障がい者を取り巻く複雑・多様化する地域課題に的確に対応するため、

ＮＰＯ・ボランティア団体等の活動や、多様な主体による地域課題解決の

ための支援体制の環境づくりを進めます。 
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・ みやざきＮＰＯ・協働支援センターや宮崎県ボランティアセンターに

おけるＮＰＯ、ボランティア活動に関する情報提供や相談体制の充実を図

り、障がい者を含めた県民の参加意欲の向上に努めます。 

 

・ 宮崎県ボランティアセンターと連携し、ボランティア活動についての

効果的な啓発・広報や、ボランティア活動を体験する機会の提供等に取り

組みます。 

 

・ ボランティア活動や協働による地域課題解決のための取組の意義や必

要性について県民の関心を高めるとともに、より一層の活動の促進を図る

ため、社会貢献活動に取り組む個人、団体、ＮＰＯ、企業、行政、その他

団体等により行われる協働の取組に対して表彰を行います。 

 

・ 障がいのある人もない人も互いに支え合える地域社会を目指し、障が

い者等の生活支援を必要とする人の視点に立った、ＮＰＯ・ボランティア

活動の推進を図ります。 
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 第９節 行政サービス等における配慮 

 

１ 行政機関等における配慮及び障がい者理解の促進等 

【現状と課題】 

・ 障害者差別解消法及び障がいのある人もない人も共に暮らしやすい宮

崎県づくり条例に基づき、行政機関の職員等における合理的配慮の提供の

正しい理解と適切な実施が必要です。また、障がい者がそれぞれの障がい

特性に応じた適切な配慮を受けることができるよう、行政機関の職員等に

おける障がい者理解の促進に努める必要もあります。 

 

・ 障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法も踏ま

え、行政機関の窓口等における障がい者への配慮を徹底するとともに、行

政情報の提供等に当たっては、ＩＣＴ等の利活用などアクセシビリティに

配慮した情報提供を行う必要があります。 

 

【施策の方向性】 

・ 各行政機関等における事務・事業の実施に当たっては、障害者差別解

消法に基づき、障がい者が必要とする社会的障壁の除去の実施について合

理的配慮を行うとともに、ソフト・ハードの両面にわたり、合理的配慮を

的確に行うために必要な環境の整備を着実に進めます。 

 

・ 障害者差別解消法に基づき国が定める「障害を理由とする差別の解消

の推進に関する基本方針」や「国等職員対象要領」を踏まえ、障がいを理

由とする差別の禁止及び合理的配慮の提供に関して職員が適切に対応す

ることができるよう、平成３０年４月に「宮崎県職員対応要領」を作成し、

職員への周知を行いました。今後も職員に対し、障がい及び障がい者への

理解を深めるため「宮崎県職員対応要領」等の周知徹底に向けた取組を引

き続き実施します。 

 

・ 障害者差別解消法が求める必要な環境整備を実現するため、改正バリ

アフリー法も踏まえた上で、公共的施設を有する民間事業者等に改正バリ

アフリー法の普及啓発を行うとともに、窓口業務を行う県有施設につい

て、バリアフリーの施設整備をより一層推進します。（再掲） 
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２ 選挙等における配慮等 

【現状と課題】 

・ 障がい者がその権利を円滑に行使できるよう、選挙等において必要な

環境整備や障がいの特性に応じた合理的配慮の提供を行う必要がありま

す。 

 

【施策の方向性】 

・ 政見放送への手話通訳・字幕の付与、点字版、ＣＤや音声コード等に

よる音声版、拡大文字版又はインターネットを通じた候補者情報の提供

等、ＩＣＴの進展等も踏まえながら、障がいの特性及び障がい者の生活実

態等に応じた情報提供の充実を図ります。 

 

・ 移動に困難を抱える障がい者に配慮した投票所のバリアフリー化、障

がい者の利用に配慮した投票設備の設置等の投票所における投票環境の

向上に向けた取組や代理投票の適切な実施等、障がい者が障がいの特性に

応じて自らの意思に基づき円滑に投票するための市町村の取組を支援し

ます。また、選挙人を介護する者やその他の選挙人とともに投票所に入る

ことについてやむを得ない事情がある者として、投票管理者が認めた者は

投票所に入ることができることの周知を図ります。 

 

・ 指定病院等における不在者投票、郵便等による不在者投票の適切な実

施の促進に向けた市町村との協力や市町村への支援等により、選挙の公正

を確保しつつ、投票所での投票が困難な障がい者の投票機会の確保を図り

ます。 

 

・ 障がいのある個々のこどもに応じた主権者教育の取組の実施に向け、

学校等と連携して主権者教育の充実を図ります。 
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３ 司法手続等における配慮等 

【現状と課題】 

・ 障がい者がその権利を円滑に行使できるよう、司法手続等において必

要な環境の整備や障がいの特性に応じた合理的配慮の提供を行う必要が

あります。 

 

【施策の方向性】 

・ 被疑者、被告人あるいは被害者、参考人となった障がい者が、その権

利を円滑に行使することができるよう、手話通訳の利用を含め、刑事事件

における手続の運用において、障がい者の意思疎通等に関して適切な配慮

を行います。あわせて、これらの手続に携わる職員に対して、引き続き、

障がいや障がい者に対する理解を深めるため必要な研修等を行います。 

 

・ 知的障がい、発達障がい、精神障がい等によりコミュニケーションに

困難を抱える被疑者等に対する取調べの録音・録画や心理・福祉関係者の

助言等の取組・試行を継続して行います。 

 

・ 矯正施設に入所する障がい者等の円滑な社会復帰を促進するため、地

域生活定着支援センター、保護観察所等の関係機関等の連携の下、矯正施

設に入所する障がい者等が出所等後に必要な福祉サービスを受けるため

の支援を行います。 

 

・ 障がい者が、民事事件、家事事件等の法的紛争の当事者その他の関係

人となった場合において、その障がいの特性に応じた意思疎通等の手段を

確保するべく、宮崎県弁護士会や法テラス等と連携の下、障がい者に対す

る配慮・支援の充実を図るとともに、これらの手続に携わる職員等に対し

て、障がいや障がい者に対する理解を深めるため必要な取組を行います。 
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[別表] 

 

 ○第５次宮崎県障がい者計画に係る成果目標 

 項番 事 項 現 状 目 標  

 １ 啓発・広報                                                       

① 

 

 

県民の障がい者への理解と認識 

「以前よりは深まったがまだ不十分」、

「深まっていない」の合計 

３７．８％ 

（2023 年度） 

 

３０％以下 

（2028 年度） 

 

２ 生活支援                                        

② 基幹相談支援センターを設置する 

市町村数 

                            ※１ 

１６箇所 

（2022 年度） 

 

全市町村 

（2026 年度） 

 

③ 

 

 

訪問系サービスの一月当たり 

利用時間数 

                            ※１ 

60,343 時間分 

（2022 年度） 

 

87,857 時間分 

（2026 年度） 

 

④ 

 

 

日中活動系サービスの一月当たり 

サービス提供量 

                            ※１ 

167,918 人日分 

（2022 年度） 

 

189,332 人日分 

（2026 年度） 

 

⑤ 

 

 

短期入所事業（ショートステイ）の一

月当たりサービス提供量 

                           ※１ 

3,981 人日分 

（2022 年度） 

 

6,441 人日分 

（2026 年度） 

 

⑥ 

 

 

グループホームの一月当たり 

サービス提供量 

                            ※１ 

1,569 人 

（2022 年度） 

 

1,861 人 

（2026 年度） 

 

⑦ 

 

 

指定障害者支援施設の一月当たり 

必要入所定員総数 

                            ※１ 

1,698 人分 

（2022 年度） 

 

1,522 人分 

（2026 年度） 

 

⑧ 

 

 

地域生活支援拠点等の設置市町村数 

                           ※１ 

１４箇所 

（2022 年度） 

 

全市町村 

（2026 年度） 
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 項番 事 項 現 状 目 標  

 ３ 教育・育成                                                       

⑨ 

 

 

 

小学校の通常の学級における 

個別の教育支援計画の作成率 

※ 通常の学級で、作成を必要とする児童

がいる学校の年度内作成予定を含む 

９２．５％ 

（2022 年度） 

 

１００％ 

（2026 年度） 

 

⑩ 

 

 

 

中学校の通常の学級における 

個別の教育支援計画の作成率 

※ 通常の学級で、作成を必要とする生徒

がいる学校の年度内作成予定を含む 

８９．１％ 

（2022 年度） 

 

１００％ 

（2026 年度） 

 

⑪ 

 

 

 

高等学校の通常の学級における 

個別の教育支援計画の作成率 

※ 通常の学級で、作成を必要とする生徒

がいる学校の年度内作成予定を含む 

４７．１％ 

（2022 年度） 

 

１００％ 

（2026 年度） 

 

⑫ 

 

 

特別支援学校高等部卒業生の 

一般就労率 

 

２３．２％ 

（2022 年度） 

 

３１．０％ 

（2026 年度） 

 

⑬ 

 

 

保育士等キャリアアップ研修のうち、

障がい児保育に関する研修の修了者数 

１，８８５人 

（2022 年度） 

 

３，３００人 

（2028 年度） 

 

４ 保健･医療                                                         

⑭ 

 

 

障がい児者協力歯科医師の人数 

 

８７人 

（2022 年度） 

 

１００人 

（2029 年度） 

 

⑮ 

 

 

精神障がい者の 

入院後３か月時点の退院率 

                            ※１ 

５７．１％ 

（2019 年度） 

６８．９％ 

（2026 年度） 

 

 

 

 

⑯ 

 

 

精神障がい者の 

入院後６か月時点の退院率 

                            ※１ 

７４．３％ 

（2019 年度） 

８４．５％ 

（2026 年度） 
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 項番 事 項 現 状 目 標  

 ⑰ 

 

 

精神障がい者の 

入院後１年時点の退院率 

                            ※１ 

８２．８％ 

（2019 年度） 

９１．０％ 

（2026 年度） 

 

 

 ⑱ 

 

 

 

 

 

精神障がい者の 

１年以上の長期入院患者数の減少 

（入院患者数） 

※１（ただし、病院所在地別で計上） 

65 歳未満 

７９９人 

（2022 年度） 

65 歳未満 

６２５人 

（2026 年度） 

 

65 歳以上 

２，６２２人 

（2022 年度） 

65 歳以上 

１，６６４人 

（2026 年度） 

５ 雇用・就業、経済的自立の支援                                        

⑲ 

 

 

就労移行支援事業の 

一月当たりサービス提供量 

                            ※１ 

7,385 人日分 

（2022 年度） 

 

11,021 人日分 

（2026 年度） 

 

⑳ 

 

就労継続支援（Ａ型）事業の 

一月当たりサービス提供量 

                            ※１ 

18,835 人日分 

（2022 年度） 

 

25,086 人日分 

（2026 年度）  

 

㉑ 

   

 

就労継続支援（Ｂ型）事業の 

一月当たりサービス提供量 

                            ※１ 

57,026 人日分 

（2022 年度） 

 

76,140 人日分 

（2026 年度） 

 

㉒ 

   

 

工賃向上対象施設の 

一人当たり平均工賃（月額） 

                            ※２ 

20,459 円 

（2022 年度） 

 

21,800 円以上 

（2023 年度） 

 

 ６ 情報・コミュニケーション                                               

㉓ 

   

 

手話通訳者・要約筆記者 

養成研修修了者数 

                            ※１ 

８１人 

（2022 年度） 

 

１３５人 

（2026 年度） 

 

 ㉔ 

 

 

点訳・朗読奉仕員 

養成研修修了者数 

                            ※１ 

３２人 

（2022 年度） 

 

３３人 

（2026 年度） 
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 項番 事 項 現 状 目 標  

 ㉕ 

   

 

盲ろう者向け通訳・介助員 

養成研修修了者数 

                            ※１ 

８人 

（2022 年度） 

 

１３人 

（2026 年度） 

 

 

 

 

 ㉖ 

 

失語症者向け意思疎通支援者 

養成研修修了者数 

                            ※１ 

１１人 

（2022 年度） 

 

１２人 

（2026 年度） 

 

 

 

㉗ 

 

手話通訳者・要約筆記者派遣事業の 

実利用件数 

※１ 

９件 

（2022 年度） 

 

１０件 

（2026 年度） 

 

 

 ㉘ 

 

 

盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業の

実利用件数 

                 ※１ 

３４件 

（2022 年度） 

 

７４件 

（2026 年度） 

 

 

 ７ 生活･環境                                                              

㉙ 

 

 

おもいやり駐車場制度協力施設数 

 

1,196 施設 

（2022 年度） 

 

1,800 施設 

（2028 年度） 

 

㉚ 

 

 

路線バスのノンステップバス導入率 

※ 県内主要バス会社のみ 

４２．６％ 

（2022 年度） 

 

５０％ 

（2026 年度） 

 

㉛ 
   

  

高齢者（65 歳以上の者）の居住する 

住宅の一定のバリアフリー化率 

◎ ２箇所以上の手すり設置又は屋内の段

差解消に該当 

 

４０．８％ 
（2022 年度） 

 
 

６０％ 
（2030 年度） 

 
 

㉜ 
   

   

   

   

   

   

公営住宅のバリアフリー化率 
◎ 公営住宅のうち、次の全てを満たす住

戸の割合 

① 屋内に段差がないこと 

② 手すりが浴室及びトイレに設置して 

あること 

③ 廊下幅が 78 ㎝以上（出入口幅 75 ㎝ 

以上）確保されていること 

 

３０．０％ 
（2022 年度） 

 

 

 

 

３５％ 
（2030 年度） 
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 項番 事 項 現 状 目 標  

 

 

 

８ 福祉を支える人づくり                                                   

 

 

 

㉝ 

   

 

手話通訳者・要約筆記者 

養成研修修了者数（再掲） 

                            ※１ 

８１人 

（2022 年度） 

 

１３５人 

(2026 年度) 

 

 ㉞ 

 

 

点訳・朗読奉仕員 

養成研修修了者数（再掲） 

                            ※１ 

３２人 

（2022 年度） 

 

３３人 

(2026 年度) 

 

 

㉟ 

   

 

盲ろう者向け通訳・介助員 

養成研修修了者数（再掲） 

                            ※１ 

８人 

（2022 年度） 

 

１３人 

(2026 年度) 

 

 

 

 

㊱ 

 

失語症者向け意思疎通支援者 

養成研修修了者数（再掲） 

                            ※１ 

１１人 

（2022 年度） 

 

１２人 

(2026 年度) 

 

 

 ９ 行政サービス等における配慮                                             

㊲ 

   

「障がいがあることにより不当な扱い

や不快感を受けたことがある」と回答

した人の割合 

 

２０．５％ 

（2023 年度） 

１０％以下 

（2028 年度） 

※１ 第７期宮崎県障がい福祉計画（令和６年 月策定予定）の目標を記載しており、当該

計画を改定した際には、改定後の数値を本計画の目標とします。 

※２ 宮崎県障がい者工賃向上計画（令和３年７月策定）の目標を記載しており、当該計画

を改定した際には、改定後の数値を本計画の目標とします。 

 


